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通商産業省監修

21世紀の情報処理技術 人にやさしい情報処理技術の実現に向けて

四次 元 コン ピ ュ一 夕
ー リア ル ワ ー ル ドコ ン ピ ュー テ ィ ング(RWC)一

通商産業省では平成元年度から3年 をかけて、21世紀の高度情報化社会に向けて、わが世界の国々とと

もに取 り組んで行 くべき新 しい情報処理技術体系について、調査研究を進めてまいりました。その結果、

平成4年 度から10年計画の四次元 コンピュータ(リ アルワール ドコンビ=一 ティング:RWC)開 発プログ

ラムが開始されました。

RWCは 、従来のコンピュータでは処理が困難な現実世界の大量かつ多様で、しかも不完全な情報を、専

門家でな くとも限られた時間の内に処理できる技術の実現を目指したもので、従来のロジカル コンピュー

ティングからリアル ワール ドコンピューティングへのパラダイムシフ トを図る画期的なものです。

本書は、基礎的 ・革新的技術であるRWCの 概念および技術開発の概要をわか りやす く解説 し、併せて

このプロジェクトの基本計画書と海外における同種の代表的プロジェクトを詳解するものです。

【主な内容】
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RWCの 技術体系

リアル ワール ドコンピューテ ィング(四 次 元 コンピューダ)基 本計画書

米国 ・欧州 におけ るRWCの 関連 プ ロジ ェク ト
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㈱ 日本情報処理開発 協会
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パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タ と

ビ ジ ュア ル イ ン タ ー フ ェー ス

筑波大学 電子 ・情報工学系

助 教 授 田 中 二 郎

最 近 の マ イ ク ロプ ロセ ッサ の発 展 に は,驚 か さ

れ る ばか りで あ る 。 高 速 の チ ッ プ が 次 々 に 作 ら

れ,そ れ を組 み 込 ん だ パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タが

次 々に 現れ て い る。

筆 者 も,正 直 に い い,少 し前 まで は,パ ー ソナ

ル コ ン ピ ュー タを馬 鹿 に して いた 。情 報化 社 会 の

昨 今,1コ ン ピ ュー タが わ か らな い と世 間 に 取 り

残 され る」 とい うわ け で,計 算 機 の専 門 で な い方

も コン ピ ュ ー タを 買 わ れ る ことが 多 い 。 しか しな

が ら,そ れ らは ほ とん どがPC98の よ うな パ ー ソ

ナ ル コ ン ピ ュー タで あ り,用 途 も,単 に ワー プ ロ

の か わ りだ った り,既 存 の 出 来 あ い の ア プ リケ ー

シ ョンを動 か す だ け の こ とが 多 く,わ れ わ れ 専 門

家 が 相 手 に して い る ワー ク ステ ーシ ョン と同列 に

比 較 す べ き もの で はな か った 。 計 算機 の専 門で な

い方 々か ら,パ ー ソナル コン ピ ュー タの機 種 や ソ

フ トな どに つ い て 相 談 を 持 ち か け られ た 場 合 に

も,1い や,ワ ー ク ス テ ー シ ョン な ら と もか く,

パ ー ソナル コ ン ピ ュ ー タ の こ と は わ か ら な くっ

て」 と,多 少 優 越 感 で解 答 出来 た ものだ った 。

と こ ろが,去 年 くらい か ら この状 況 が 大 部 変 化

して きた 。 筆 者 の 大 学 で も,イ ン テ ル の486を 組

み込 んだIBMのPCコ ンパ チ マ シ ンの 寄 付 を 受

け,使 っ てみ る とか な り快 適 で,グ ラフ ィ ック ス

や 動 画,音 声 情 報 な ど もそ こそ こ扱 う ことが 出来

る。 オ ペ レー テ ィン グ シ ステ ムに つ い て も,ワ ー

クス テ ー シ ョ ンはUNIX,パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー

タな らMS-DOSく らい の理 解 しか な か った が,

MS-DOS上 のWINDOWSは,か な り操 作 性 が い

い。 「マ ッキ ン トッシ ュ も ど きの もの を 作 っ て も

ね え」 と,い まま で は懐 疑 的 で あ った が,そ れ ま

で の認 識 を 改 め ざ る を得 なか った 。

そ こで,遅 ま きな が ら,い ろい ろ情 報収 集 を し

てみ る と,ど うや ら,こ の イ ンテ ル の486を 組 み

込 ん だパ ー ソナル コ ン ピ ュー タは,研 究室 に あ る

ロー エ ン ドの ワー ク ス テ ー シ ョ ン よ り速 い ら し

い,ま た,希 望 す れ ばUNIXを 走 らす こ と も出 来

て,そ れ もか な り高 速 に 動 くら しい。 マイ ク ロプ

ロセ ッサ の チ ップ も ,い ま は64ビ ッ トの 時 代 に は

い って い て,486の 次 のペ ンテ ィ ア ム な ど を 組 み

込 ん だ パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タは,か な り強 力

で,そ うい った モ デル が,次 々 に発 売 され る ら し

い。 業 界 誌 な どで は,や が て ワー ク ス テ ー シ ョン

は,パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ に と っ て 変 わ ら れ

る,と 予 測 して い る ら しい。

さ て,こ の よ うに コ ン ピ ュー タ と言 うとパ ー ソ

ナル コン ピ ュー タ を指 す よ うに な る時 代 に 入 りつ

つ あ るが,今 後,コ ン ピ ュー タ の研 究 とは 何 が 中

心 とな るべ きで あ るか?

筆 者 は,そ の答 えは 「コ ン ピ ュー タ と人 間 が か

かわ る境 界 に おけ る研 究 」,す な わ ち 「ユ ーザ イ

ンタ ー フ ェー ス の研 究 」 で あ る と思 っ てい る。 従

来,ユ ーザ イ ンタ ー フ ェース の研 究 と い うと,単一



な る 「思 い つ き一 の底 の浅 い研 究 か,コ ン ピ ュー

タサ イ エ ンス の研 究 で は な く,心 理 学,医 学,社

会 科 学 な ど との境 界領 域 で あ る よ うに 誤 解 され る

感 が あ った が,現 在 で は ユ ーザ イ ン タ ー フ ェ ース

は,コ ン ピ ュ ー タ サ イ エ ン ス の 重 要 な 領 域 と し

て,十 分 に認 識 され る よ うに な って きて い る。

そ の 「ユ ーザ イ ンタ ー フ ェー スの 研 究」 の うち

で,最 近,特 に 「ビジ ュ アル イ ン タ ーフ ェー ス」

に 着 目 して い る 。 まず,ビ ジ ュ ア ル イ ン タ ー

フ ェー ス とは 何 か とい うこ とで あ る が ,こ れ は,

複 雑 な 事 柄 を シ ンボ ル 化 し,コ ン ピ ュー タに よ り

直 接 操作 で き る もの に置 き換 え る技 術 の こと であ

り,従 来 の 文 字 列 や 記 号 を 中 心 と した イ ン タ ー

フ ェ ース に代 わ って,ア イ コン ,図 形,ア ニ メ ー

シ ョン とい う人 間 が よ り理 解 しや す い ビ ジ ュ アル

な表 現 を用 い なが ら コ ン ピ ュー タの 相 互 作 用 を 行

な お う とす る技 術 の こ とを さす 。 「ビ ジ ュ アル イ

ンタ ー フ ェー ス」 の技 術 の 中 心 は,「 プ ロ グ ラ ム

の視 覚 化 」 の技 術 で あ り,そ の 中 に は ,「プ ロ グ ラ

ム実 行 の視 覚 化 」,「アル ゴ リズ ム ・ア ニ メー シ ョ

ン」,「 ビジ ュ アル プ ロ グ ラ ミン グ」 な どが あ る 。

「プ ログ ラ ム実 行 の 視 覚 化」 とは,そ の言 葉 の通

り,プ ログ ラ ムを 実 行 して い く様 子 を ビジ ュ アル

に 表 示 す る こ とで あ り,一 方,「 ア ル ゴ リズ ム ・

ア ニ メ ー シ ョン」 の場 合 に は,プ ログ ラ ムや テ キ

ス トに 記述 され た ア ル ゴ リズ ム を ,い わ ゆ る ア ニ

メを用 い て 視 覚 的効 果 の 高 い形 式 で表 示 す る 「抽

象 度 の 高 い」 視 覚化 を指 向 して い る。 ま た,「 ビ

ジ ュア ル プ ログ ラ ミン グ」 と い うのは,最 初 に プ

ログ ラ ミング を行 な う時 か ら ,テ キス トで は な く

図形 を組 み 合 わ せ る形 で プ ログ ラ ミン グを 行 な お

うとす る も ので あ る。

こ の ほか に も,「 ビジ ュアル イ ン タ ー フ ェース 」

の研 究 に は,コ ン ピ ュ ー タの 中 に作 業 ス ペ ー ス を

つ くる1ワ ー クス ペ ー ス の 研 究 や,実 世界 の モ

デ ル を コ ン ピ ュ ー タ で つ く り,実 世 界 と コ ン

ピ ュー タの イ ンタ ラ ク シ ョンを 可能 に した 『仮 想

現 実 感.の 研 究 な どが あ る。

筆 者 は,[ビ ジ ュア ル イ ンタ ー フ ェ ー ス.の な

か で,特 に'ビ ジ ュ アル プ ロ グ ラ ミン グ .の 研 究

を行 な って い る。1ビ ジ ュアル プ ロ グ ラ ミン グ

で は,子 供 が 落 書 す る よ うな要 領 で絵 を 書け ば,

そ れ が プ ロ グ ラ ムに な り,動 き 出す よ うに した い

プ ログ ラ ミン グ とい う作 業 は,こ れ まで の テ キ ス

トベ ース の 世 界 に お い ては,限 られ た 人 間 の お こ

な う,習 熟 を 要求 す る作 業 であ った が,ビ ジ ュア

ル ・フ。ロ グ ラ ミング に よ り,い わ ゆ るゲ ー ム感 覚

で プ ロ グ ラ ミング が楽 し く出 来 る よ うに した い。

こ こ数 年 の フ ァ ミ コン ブ ー ムを あ げ る ま で もな

く,フ ァ ミコン の ゲ ー ムに は 人 間 の知 的 好 奇 心 を

そ そ る ものが あ る。 フ ァ ミコ ンの ゲ ー ム分 野 に お

け る技 術 革 新 に は 目を み は る ものが あ り,パ ー ソ

ナル コン ピ ュ ー タで ゲ ー ム を す る の で は な く,

ゲ ー ム機 でパ ー ソナ ル コ ン ピ ュー テ ィン グを 行 な

う時 代 は,そ う遠 くな いか も知 れ な い。

記 憶 は,定 か で は な いが,ア ップル社 の 前会 長

で あ っ た,ジ ョ ン ・ス カ リ ー は 「今 後 ,コ ン

ピ ュ ータ業 界 に お いて,も っ と も脅 威 とな る会 社

は任 天堂 で あ る 」 と い っ た そ うで あ る。 今 後 の

ハ ー ドウ ェア技 術 の 進 歩 を 考 え る と
,現 在 の ス ー

パ ー コ ン ピ ュー タや 超 並 列 コ ン ピ ュー タ なみ の性

能 を持 った ゲ ー ム機 や パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タが

誕 生 す る の も,そ う遠 くは な い だ ろ う。 そ の 場
、

合,コ ン ピュ ー タは,そ の コ ン ピ ュテ ー シ ョンパ

ワー の大 部 分 を イ ン ター フ ェー ス処 理 に 費 や す こ

とが 予 想 され る。 「い よい よ楽 しい 時 代 に な っ て

来 た 」 と言 うの が実 感 で あ る。

』一一 一『一『 一一 『 一 一『 一 『 一 ー ー ー 一}㎜ 一 一 回



「新 たな情報処理技術者試験 について」

通商産業省機械情報産業局情報処理振興課長補佐 高 井 幸 雄

1.情 報処理技術者試験の果たす役割

情報処理技術者試験は,昭 和44年 に第一種情報

処理技術者試験 と第・二種情報処理技術者試験の2

区分でスター トした。その後,情 報化の進展や産

業界が育成すべき情報化人材の要請に対応するた

め,昭 和46年 に特種情報処理技術者試験を追加

し,昭 和61年 には情報処理システムの監査を行 う

技術者を評価する情報処理システム監査技術者試

験を,昭 和63年 にはオンライン技術者を評価する

オンライン情報処理技術者試験を追加 してきた。

平成5年 までの25年 間で525万 人の応募があ り,

46万の人達が合格 している。

本試験は国家試験 として実施されてお り,情 報

処理技術者の客観的な評価基準を提供するととも

に,技 術者が本試験を目指して学習するための大

きなインセンティブとなってきている。実際,情

報処理技術者を育成する教育機関では,情 報処理

の学習目標 として本試験を活用 している。同様に

企業においても,人 材育成の一環として位置づけ

るとともに,人 事評価制度にも組み入れられ,本

試験の合格者が昇格や昇級の基準に活用されるな

ど,本 試験制度が技術者の育成と処遇に対 して重

要な役割を果たしてきた。

2.試 験制度見直 しの背景

今後,わ が国における産業が高度化を図り,経

済活力を維持 していくためには,情 報化の推進が

不可欠である。情報技術の進歩は,情 報システム

の役割を質的に大きく変え,情 報システムを通 じ

収集,処 理,流 通する情報自体が,新 たな経済的

価値,文 化的価値の源泉としてますます重要とな

ることが推測される。一方,技 術的側面から見れ

ば,ダ ウンサイジング,オ ープン化,分 散環境,

マルチメディア等の新たな技術革新が急速に進ん

でお り,新 たな対応が求められてきている。

今後,情 報サービス産業においては,高 度な技

術をベースに情報システムの構築,運 用,活 用等

のあらゆる局面において,ユ ーザに対 して専門的

かつ高度なサービスを提供することが求められる

一方 ,ユ ーザ側においても,バ ランスのとれた情

報化を推進し,基 本的な情報システム構築や情報

のより高度な利活用を行 うことが期待されている。

こうした新情報革命とでも呼べるような新たな

状況の中で,情 報サービス産業が多面的かつ高度

の役割を果たすに当たって,こ れまでのシステム

エンジニアといった単一の人材にその役割を求め

るのは困難であ り,専 門分野に特化した豊富な経

験 と高度な専門知識 ・技術を備えた技術者の育成

が必要となる。また,エ ン ドユーザにおいても情

報システムへの接近のメリットを最大限享受する

ため,エ ンドユーザコンピューティングを リード

する人材が必要 となる。

こうした流れの中で,ど のような人材をどのよ

うに育成 していくかが課題となる。通産省におい

ては,今 後の情報処理技術者試験のあ り方につい

て総合的情報化人材育成の一環として,一 昨年か

らこの点について検討を行 ってきた。この検討の

結果は,昨 年5月 に産業構造審議会情報産業部会

情報化人材対策小委員会(以 下小委員会)の 最終

報告書として公表され,こ の中で,今 後の情報処

理技術者試験制度の改革について具体的に示され

ている。

なお,産 業構造審議会で示された情報化人材を

育成する標準カリキュラムと実施する試験区分の

関係は次表の通 り。一
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中央情報 教育研究所(CAIT)が 作成 した もので す。

〔==]:当 面試験を実施するもの

(財)日 本情報処理 開発協会
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3.情 報処理技術者試験の新制度の内容

小委員会の報告書の公表以来,CAITに おいて

各人材毎の標準カリキュラムとモデルテキス トの

策定が行われ る一方,情 報処理技術者試験セ ン

ターにおいて新試験制度の具体的な内容等の検討

がなされてきた。また,本 年1月10日 に通産省令

が改正され,新 しい試験区分と試験科目等が決定

した。

それによる新 しい試験区分は,8種 類の高度情

報処理技術者試験,第 一種情報処理技術者試験及

び第二種情報処理情報者試験並びに利用者側で情

報化を リー ドするシステムア ドミニス トレータ試

験となっている。

試験の対象及び水準は次の表の通 り。

試 験 の 対 象 及 び 水 準

試 験 区 分 試 験 の 対 象 及 び 水 準

シ ス テ ム ア ナ リ ス ト試 験

経営戦略に立脚 した情報 システム化計画の立案に主として従事する者を対象とし、大

学卒業程度の一般知識を有 し、5年 程度以上の情報システムに関する実務を経験 し、

情報 システム化の全体的な企画 に関す る知識を有 し、情報戦略の立案、中 ・長期の情

報システムの全体計画、個別情報システムの開発計画を立案 し、システム化計画書の

作成を行える者を想定 して試験 を行う。

シ ス テ ム 監 査 技 術 者 試 験

情報 システムの監査に主 として従事す る者 を対象 とし、大学卒業程度の一般 知識を有

し、5年 程度以上の情報システムに関する実務 を経験 し、情報 システムの企画、開発、

運用及びシステム監査 に関 して、専門分野の知識を有 し、システム監査を行える者を

想定して試験を行 う。

プ ロ ジェ ク トマ ネー ジ ャ試験

情報 システム開発のプロジェク ト管理 に主 として従事す る者を対象 とし、大学卒業程

度の一般知識を有 し、5年 程度以上の情報システムに関する実務を経験 し、情報シス

テム開発のプ ロジェク ト管理に関す る知識を有 し、システム化計画に基づ きプロジェ

ク ト計画を作成し、プロジェクト体制の確立、必要資源の調達ができ、またプロジェ

ク トの進捗 ・品質 ・要員等の管理 を行える者 を想定 して試験を行 う。

アプ リケーションエンジニア試験

個別アプ リケーションのシステム化計画、情報システムの分析、設計に主 として従事

する者を対象 とし、大学卒業程度の一般知識 を有し、3年 程度以上の情報システムに

関す る実務を経験 し、対象業務 と情報システムの開発に関する知識を有 し、対象業務

の分析、要求定義を行い、外部設計書の作成 を行える者を想定 して試験を行 う。

システム運用管理エンジニア試験

情報 システムの運用管理に主 として従事す る者を対象 とし、大学卒業程度の一般知識

を有 し、3年 程度以上の情報システムに関する実務を経験 し、情報システムの運用管

理に関する知識 を有 し、運用全体に対する計画、設計、実施、統制を行える者を想定

して試験を行 う。

プ ロダ クションエ ンジニ ア試験

情報システムの開発に主 として従事す る者 を対象 とし、大学卒業程度の一般知識 を有
し、3年 程度以上の情報システムに関する実務 を経験 し、情報 システム開発 に関す る

知識を有 し、内部設計、プログラム設計、プログラム作成、テスト、移行 を行える者

を想定 して試験を行 う。

ネットワークスペ シャリス ト試験

ネットワークシステムの構築、維持、技術支援 に主 として従事する者を対象 とし、大

学卒業程度の「般知識 を有し、3年 程度以上の情報システムに関する実務を経験 し、

情報処理 とネットワークシステムに関す る知識を有 し、ネットワークシステムの計画、
設計、運用を行 える者を想定して試験を行 う。

データベーススペシャ リス ト試験

データ資源の管理およびデータベースシステムの構築、維持、技術支援 に主 として従

事する者を対象 とし、大学卒業程度の一般知職を有 し、3年 程度以上の情報システム

に関す る実務を経験 し、情報処理 とデータベースシステムに関す る知識を有し、デー

タベースシステムの計画、設計、運用を行える者を想定 して試験を行 う。

第一種情報 処理技 術者試験

高度情報処理技術者を目指 し、情報 システムの開発、保守、運用のいずれか、又は複

数の業務に従事する者を対象とし、大学卒業程度の一般 知識を有 し、3年 程度の当該

業務を経験 し、プログラム設計を行 える考及び高度情報処理技術者の指導の下で応用
システム、基本 システム又はマイクロコンピュータ応用システムのいずれかの開発又

は評価を行 える者を想定して試験を行 う。

第 二租 情報処理技術者試験

高度情報処理技術者を目指 し、情報 システムの開発、保守、運用のいずれか、又は複

数の業務に従事す る者を対象 とし、高等学校卒業程度の一般知識を有 し、1年 程度以

上の当該業務を経験し、情報処理についての基礎的知識を有 し、プログラム設計書に

基づ くプ ログラミング及び高度 ・第一種情報処理技術者の指導の下で内部設計、プロ

グラム設計又はマイクロコンピュータ応用システム設計のいずれかを行 える者を想定

して試験を行 う。

システムア ドミニストレータ試験

情報システムの利用者の立場で、エンドユーザコンピューティング(EUC}の 推進
に従事す る者を対象 とし、高校卒業程度の一般知識を有 し、1年 程度以上の情報シス

テムの利活用に関する実務 を経験 し、EUC環 境 とツールの利用方法 に関す る技術を

有す る者を想定 して試験を行 う。一
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4.試 験の出題範囲

(1)出 題 範 囲

各試験区分に対応する標準カ リキュラム

試 験 区 分 対応す る標準 カ リキュラム

シ ス テ ム アナ リス ト試 験 シ ス テ ム アナ リス ト育 成 カ リキ ュ ラ ム

システム監査技術者試験 システム監査技 術者育成 カリキ ュラム

プ ロ ジェ ク トマ ネ ー ジ ャ試 験 プ ロ ジェ ク トマ ネ ー ジ ャ育 成 カ リキ ュ ラ ム

アプ リケ ー シ ョンエ ン ジニ ア試験 アプ リケ ー シ ョ ンエ ン ジニ ア育 成 カ リキ ュ ラ ム

システム運用管理エ ンジニ ア試験 システム運用管理エ ンジニ ア育成カ リキュ ラム

プ ロダ クションエ ンジニ ア試験 プ ロダ ク シ ョ ンエ ン ジニ ア育 成 カ リキ ュ ラ ム

ネ ッ トワー ク スペ シ ャ リス ト試 験 ネ ッ トワー ク スペ シ ャ リス ト育 成 カ リキ ュ ラ ム

デ ー タ ベ ー ス スペ シ ャ リス ト試 験 デ ー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト育 成 カ リキ ュ ラ ム

第一種情報処理技術者試験 第一種共通 カ リキ ュラム

第二種情報処理技術者試験 ・第二種共通 カ リキ ュラム

シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ試 験 シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ 育 成 カ リキ ュ ラ ム

① 試験の出題範囲は,原 則として各試験区分

に対応する標準カ リキュラムに準拠する。対

応関係は上記の表の通 り。

② 対象となる技術者のカリキュラムの総論の

中で記述 されている能力,前 提としている他

のカリキュラムの内容,他 の関連す るカ リ

キュラムで修得する事が望ましいとしている

内容についても出題の対象 とする。

③ 用語については,原 則JISの 用語を用い

る。JISに 無い用語は,カ リキュラムの用語

を用いる。プログラム用語は,JISで 規定 し

ているものを用いる。JIS及 びカリキュラム

で規定していない用語や仕様については,別

途定める。

④ 第一種共通カリキュラム及び第二種共通カ

リキュラムは,共 通項 目と選択項 目から構成

されているが,選 択については選択問題とし

て出題する。

(2)プ ログ ラム言 語

① 第 二 種 情 報 処 理 技 術 者試 験 に お い て,プ ロ

グ ラム作 成 能 力 を 問 う問題 に 出題 す る プ ログ

ラ ム言語 は,C,COBOL,FORTRAN,ア セ

ンブ ラCASLの4言 語 と し,1言 語 を選 択 す

る。

② 拡 張CASL(CASLの 標 準 仕 様 に,割 り込

み等 の機 能 を追 加 した 仕様)は,マ イ ク ロコ

ン ピ ュー タ応 用 シ ステ ム関 連 の 問題 の中 だ け

で 出題 す る。

5.試 験 方 法

(1)実 施 時 期

平成6年 秋から新試験区分の試験を実施する。

春期 と秋期の試験は次の通 り。

、
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各試験区分に対応する標準カリキュラム

試 験 区 分
午 前 午 後 総時間

2時 間30分 2時 間30分 5時 間

第一種情報処 理技術者 試験 多肢選択式 記述式

第二種情報処 理技術者 試験 多肢選択式 多肢選択式

シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ試 験 多肢選択式 多枝選択式

(2)受 験 資 格

高 度 情 報 処 理 技 術 者 にか かわ る試 験 の 一 部 に,

幅 広 い実 務 経 験 を み るた め受 験 資 格 と して 年 齢制

限 を設 け る。

① シ ス テ ム ア ナ リス ト,シ ス テ ム監 査 技 術

者,プ ロジ ェク トマ ネ ー ジ ャ試 験

・当該 年 度 の4月1日 現在 に お け る年 齢 が27

歳 以 上

② ア プ リケ ー シ ョンエ ン ジニ ア,シ ス テ ム運

用 管 理 エ ン ジ ニ ア試 験

・当該 年 度 の4月1日 現 在 に お け る年 齢25歳

以 上

③ その他の試験区分

・特に制限なし

(3)出 題の方針

① 午前の問題は,標 準カリキュラムの幅広い

領域に対応させ,ま た技術者のもつ全般的な

能力を評価するため,80問 から100問 程度の

多肢選択式の問題を出題する。

② 午後の問題は,各 試験区分に該当するカリ

キュラムに基づき応用能力及び実務能力を中

心としたものを出題 し,技 術者の持つ専門的

能力を評価する。

(4)出 題形式と試験時間

試 験 区 分
午 前

午 後
総時間

午後1 午後H

2時 間30分 1時 間30分 2時 間 6時 間

シ ス テ ム ア ナ リ ス ト 試 験 多肢選択式 記述式 論述式

シ ス テ ム 監 査 技 術 者 試 験 多肢選択式 記述式 論述式

プ ロ ジ ェ ク ト マ ネ ー ジ ャ 試 験 多肢選択式 記述式 論述式

ア プ リケ ー シ ョン エ ン ジ ニ ア試 験 多肢選択式 記述式 論述式

システム運用管 理エン ジニア試験 多肢選択式 記述式 論述式

プ ロダ クシ ョンエ ンジニ ア試験 多肢選択式 記述式 論述式

ネ ッ トワー ク スペ シャ リス ト試験 多肢選択式 記述式 論述式

デ ー タ ベ ー ス スペ シ ャ リス ト試験 多肢選択式 記述式 論述式

春 期 秋 期

プ ロジェク トマネー ジャ試験

システム運用管理エ ンジニア試験

プ ロダ クションエ ンジニア試験

デー タベー ススペ シャ リス ト試験

第一種情報処理技術者試験

第二種情報処理技術者試験

システムアナ リス ト試験

システム監査技術者 試験

アプ リケー ションエンジニア試験

ネ ットワー クスペ シャ リス ト試験

第二種情報 処理技術者試験

システムア ドミニス トレータ試験一



一
6.業 務経歴の取扱い

次 の試 験 区分 につ い て,業 務 経 歴 の 記 載 提供 を

求 め る。

・シ ス テ ム ア ナ リス ト試 験

・シ ス テ ム監 査 技 術 者 試 験

・プ ロジ ェク トマ ネ ー ジ ャ試験

・ア プ リケ ー シ ョンエ ン ジ ニ ア試験

・シ ス テ ム運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア試験

7.電 卓 の使 用

新試験において,受 験者が電卓を試験会場に持

ち込んで使用することを認める。ただし,試 験の

公正を保つために使用できる電卓については,機

能を制限する事とする。

8.試 験 の 運 用

(1)試 験 地 現行通 りの試験地 とする。

(2)新 試験制度の運用時期(予 定)

試験実施
時 期

実 施 試 験 区 分
試験実施の

官報公示

受験願書
受付

合 格 発 表
の官報公示

春

期

4月

第3

日曜 日

プ ロジェク トマネー ジャ試験

システム運用管理エ ンジニ ア試験

プ ロダ クションエ ンジニ ア試験

データベー ススペ シャ リス ト試験

第一種情報処 理技 術者試験

第二種情報 処理技 術者試験

12月 中旬

1月 上旬

～

2月 上旬

6月 上旬

第二種

7月 下旬

上記 以外の

5試 験 区分

秋

期

10月

第3

日曜 日

シス テムアナ リス ト試験

シス テム監査 技術者試験

アプ リケー ションエ ンジニ ア試験

ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト試験

第二種情報処 理技 術者試験

システムア ドミニ ス トレータ試験

6月 中旬

7月 上旬

～

8月 上旬

12月 上 旬

第 二種

システムアドミ

ニストレータ

1月 下 旬

上 記 以 外 の

4試 験 区分

(3)受 付 方 法

① 案内書の配布(現 行どおり)

案内書(願 書)は,財 団法人日本情報処理

開発協会情報処理技術者試験センター各支部

で配布する。

② 願書の受付(現 行 どおり)

・個人受付 と団体受付で願書を受付ける。

・団体受験は,希 望により受験者が10人 以上

まとまって受験の申込みを行 う場合に取 り

扱う。その場合は,受 験願書の受付,受 験

料の納付,受 験票 ・合格証書の送付などの

一括処理を受けることができる。

③ 身体障害者の対応

身体障害者については,現 行どお り対応す

る。

④ 合格発表方法(現 行どお り)

合格者の受験番号を官報に公示する。また

情報処理技術者試験センター本部及び各支部

において掲示する。.

⑤ 合格証書の交付

・通商産業大臣から情報処理技術者試験合格

証書が交付される。

・新試験制度における合格証書のサイズはA
、

4と な り,一 部記載内容を変更する。

⑥ 受 験 料

受験料については,別 途政令で定めること

としている。一
し
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昨 年,12月1日 ・2日 の2日 間,東 京 新 宿 の京

王 プ ラザ ホ テ ル に お い て 「大 規 模 知 識 ベ ー ス の構

築 と共 有 に 関 す る 国 際 会 議1993(KB&KS'93)」 が

当 協 会 主 催 の もと に,通 商産 業 省 を は じめ 各 国政

府 機 関 に よ る後 援 な ら び に 本 国 際 会 議 の テ ー マ に

関 連 す る国 内外 の学 術 団体 の 協賛 を 得 て 開 催 され

ま した 。以 下 に,KB&KS'93国 際 会 議 の 概 要 とプ

ロ グ ラ ムの 中 か ら講 演 の要 旨を簡 単 に ご紹 介 しま

す 。

会 期:平 成5年12月1日(水)・2日(木)

会 場:京 王 フ.ラザ ホ テル(東 京 新 宿)

主催:働 日本 情 報 処 理 開 発 協 会

後 援:通 商 産 業 省,文 部 省,科 学 技 術 庁

Ministerede1'lndustrieet

duCommerceExt6rieur(仏)

葦x
"

ぷ

多

彩

へ 　

〔…ル 塾 ・

BundesministeriumfurForschungund

Technologie(独)

DepartmentofTradeandIndustry(英)

NationalScienceFoundation(米)

CommissionoftheEuropeanCommunities

協 賛 囲 電 子 情 報 通 信 学 会,勧 情 報 処 理 学 会,

㈲ 人 工 知 能 学 会,日 本 認 知 科 学 会,

日 本 ソ フ トウ ェ ア 科 学 会

TheAmericanAssociationforArtificial

IntelligenCe

TheAssociationforComputational

Linguistics

TheAssociationforComputing

Machinery(JapanChapter)

InternationalAssociationfor一



MachineTranslation

TheEuropianCoodinatingCommitteeon

ArtificialIntenigence

本国際会議は,大 規模知識ベースの整備の重要

性とその構築 ・共有化技術の研究開発が人工知能

を含む情報処理技術研究の最重要課題であるとの

認識にたち,言 語処理,知 識処理などの情報科学

の分野のみならず,社 会 ・経済,人 文科学の多方

面か ら議論 し,取 組への緊急性 と研究開発にあ

たっての広範な国際協力の重要性を世界の共通認

識とするための場 となることを 目的に,知 識ベー

ス分野の本格的な国際会議として初めて開催 され

たものです。

当 日は,大 学関係者,企 業で研究開発に携わっ

ておられる方など約432人 の参加者があ り,う ち

海外からの参加は18ヵ 国49人 で,大 規模知識ベー

スへの関心が高いことが うかがわれ ました。

一



プ ロ グ ラ ム

12月1日(水)

9:00 登録受付

10:00-12:00

10:00

10:30

開 会 セ ッシ ョン

挨 拶 影山 衛司 ㈱ 日本情報処理開発協会会長

荒井 寿光 通商産業省機械情報産業局次長

加藤 康宏 科学技術庁長官官房審議官

Su-ShingChenProgramDirector,NationalScienceFoundation,米

基調講演1

幼年期から青年期へ 渕 一博KB&KS'93組 織委員会委員長

基 調講 演2

知 の 空 間 を構 成 す る大 規 模 知 識 ベ ー ス

横井 俊夫KB&KS'93プ ログラム ・実行委員会委員長

12:00 昼 食

13:00-14:00

13:00

13:30

セ ッションIr社 会的 ・学術的要請』 座長:土 屋 俊 千葉大学 助教授

社会的要請からの位置付け。社会科学,人 文科学との相互協力や新 しい
学際領域の形成の重要性。

新 しい経 済 的 ・社 会 的 イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ と してのKB&KS

今井 賢一 ス タンフ ォー ド日本セ ンター研究所長

人間の知識の本性について 藤澤 令夫 京都国立博物館館長,京 都大学名誉教授

14:00 休 憩

14:30-17:00

14:30

15:00

15:30

16:00

16:30

セッション∬r言 語処理』 座長:松 本 裕治 奈良先端科学技術大学院大学教授

自然言語処理の現状と今後の動向。解析 ・生成技術と頑健(robust)な 言語処理。
言語に関する知識の表現と知識ベース。文書処理技術と知的文書処理システム。

...

言語処理の現状と将来動向 長尾 眞 京都大学教授

解析 ・生成技術 田中 穂積 東京工業大学教授

知 識 獲 得 の 自 動 化 を 目指 し てYorickWilksProfessor,UniversityofSheffield,英

言 語 処 理 の た め の テ キ ス ト資 源 の 収 集 と 利 用

SusanArmstrongProfessor,UniversityofGeneva,ス イ ス

機 械 翻 訳 に お け る 知 識 処 理 辻 井 潤 －Professor,TheUniversityofManchester.
InstituteofScienceandTechnology,英一



12月2日(木)

9:30-12:00 セ ッシ ョ ン 田r知 識 処 理 』 座長:溝 口 文雄 東京理科大学 教授

知識処理の現状 と今後の動向。知識表現言語の標準化と高度化。
共 通 オ ン トロジ ー。 学 習 ・自 己組 織 化 と大 規 模 知 識 獲 得。

9:30 大規模知識ベースの共有法 大須賀 節雄 東京大学教授

10:00 知識共有:予 測と課題

WilliamR.SwartoutProfessor,UniversityofSouthernCalifornia,米

10:30 共 有 知 識 ベ ー ス:ヨ ー ロ ッパ の 観 点 か ら

BobJ.WielingaProfessor,UneversityofAmsterdam,オ ラ ン ダ

11:00 知 識 表 現 と デ ー タRonaldJ.BrachmanHead,ArtificiallntelligencePrinciplesResearch

Department,AT&TBellLaboratories,米

11:30 知識獲得とオン トロジー 溝口 理一郎 大阪大学教授

12:00 昼 食

13:30-15:30 セ ッションwr利 用可能な大規模知識ソース』 座長:西 尾 章治郎 大阪大学 教授

知 識 素 材 とな る デ ー タ ベ ー ス,テ キ ス トベ ー ス,知 識 ベ ー ス。

学 術 情報,言 語 デ ー タ,エ キ スパ ー ト知 識 ベ ー ス 。

13:30 学術情報サービスの将来像 山田 尚勇 学術情報センター教授,研 究開発部長

14:00 研究開発領域における言語 リソース:そ の課題と展望

AntonioZampolliProfessor,UniversityofPisa ,イ タ リ ア

14:30 ドキ ュメンテー シ ョンつ き多 目的電 子化 リソース の作成,保 守,利 用 にお けるTElの 役 割

SusanHockeyProfessorandDirector

CenterforElectronicTextsintheHumanities,米

15:00 Cyc:知 識 共 有 の 先 駆 けDouglasBLenatDirectoroftheCycProject

MicroelectronicsandComputerTechnology

Corporation,米

15:30 休 憩

16:00-18:00 セ ッシ ョンV:パ ネ ルデ ィス カ ッシ ョンr情 報 イ ン フ ラ ス トラ クチ ャの構 築 と国 際 協 力』

情報社会基盤の整備の重要性と国際協力のあり方。研究開発プロジェク トと協力体制。
」

パ ネ リス ト:渕 一博 東京 大学教授

(コ ーデ ィネ ー タ)

JacquesMathieuMinist6rede1'IndustrieetduCommerceExt6rieur,仏

ChristlanRohrerProfessor,StuttgartUniversity,独

PeterM.DGrayProfessor,UniversityofAberdeen ,英
、

Su-ShingChenProgramDirector,NationalScienceFoundation ,米

BrianOakleyDirector,Logica,plc,英

18:00 閉会の辞 照山 正夫 ㈱日本情報処理開発協会専務理事一
、
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セ ッシ ョン1

本 セ ッシ ョン では,経 済 ・社 会 な らび に 人文 科

学 の視 点 か らKB&KSへ の 提 言 を い た だ き ま し

た。

講 演1:r新 しい経 済 的 ・社 会 的 イ ン フ ラス トラ

ク チ ャ と して のKB&KS』

ス タ ン フ ォー ド日本 セ ンタ ー 研 究所 長

今井 賢一 氏

まず,経 済 学 の 観 点 か ら,新 しい イ ンフ ラ ス ト

ラ ク チ ャと して,以 下 の2つ が考 え られ る と話 さ

れ,経 済 的 に は,こ の2つ が今 後,継 続 可 能 な経

済 成 長 を 支 え る基 盤 を作 る こ と を述 べ られ ま した 。

1つ 目の軸 は,情 報 化 社 会

(information-orientedsoc三ety)

2つ 目の軸 は,地 球 環 境 問 題

(green-orientedsociety)

そ して,経 済 的 ・社 会 的 イ ン フ ラス トラ クチ ャ

が,こ れ ま で技 術 革 新 の進 展 と と もに い くつ か の

波 と して形 成 され て き てい1るが,1990年 代 初 頭 か

ら始 ま っ た 第4の 波 は,産 業 的 イ ン フ ラ,

KB&KSを 含 む ソフ ト的 イ ン フ ラ等 か らな る 多 層

的 な波 で あ る と話 され ま した。

つ ぎに,自 由経 済 の 前提 で あ る市 場 経 済 の長 所

は,分 散 した 情 報 を 指 標 で あ る価 格 に集 約 す る効

率 の 良い メ カ ニズ ムを 持 って い る こ とに あ る と説

明 され,「 個 々 の意 思 決 定 の 主 体 が と った 行 動 の

結 果 の 総 体,つ ま り,ミ ク ロの行 動 の結 果 を 合成

した マ ク ロの結 果 を,次 の行 動 の意 思 決定 の た め

に 主 体 に知 らせ る必 要 が あ る」 と説 い た ,フ リー

ドリッ ヒ=ハ イ エ クの 言 葉 を 引用 し,そ の為 に 図

1に 示 した ミクn－ マ ク ロの情 報 ル ー プが 不 可 欠

で あ る との考 えが 述 べ られ ま した。

AogregetedMacronesult

亀
FIGUREl

MiCRO・MACROLOOP

そ して,「 人 間」 と 「コ ン ピ ュー タ」 と 「環 境 」

の 関係 につ い て,人 間 と コ ン ピ ュー タ の間 に は,

情 報 の共 有 が,コ ン ピェ 一夕 と環 境 の間 に は,エ

コ ロジ カル な情 報 を フ ィー ドバ ックす る計 算機 セ

ンタ ー等 が 存 在 し うる こ とが 説 明 され ,こ れ らの

三 者 の間 に も,人 間=コ ン ピ ュー タ=環 境 の三 者

間 の補 完 関 係 を 持 たせ るル ー プが 必 要 で あ る こ と

が 述 べ られ ま した。

そ して,イ ノベ ー シ ョン基軸 の経 済 論 で著 名 な

シ ュ ムペ ー タ ー の 「馬 車 を何 台連 ね て も汽 車 に は

な らな い」 の 言 葉 を 引 用 し,こ の 人 間=コ ン

ピ ュー タ=環 境 ル ー プ に おけ る個 々の情 報 ル ー プ

を 「汽 車 」 に す るた め の留 意 点 と して 以下 の5点

を挙 げ られ ま した。

(1)自 然 言 語 か ら コ ン ピ ュrタ=ア ー キ テ ク

チ ャに迫 る頑 健 な 方法 で人 間 と機 械 との 分 業

を確 立 す る。

(2)case--basedapproachに よ り,ビ ジ ネ ス の

プ ロセス の 中 で蓄 積 され た 情報 を推 論 に よ り
了

一 般 化 す る
。

(3)sensor&fusion,人 間 の 五 感 を 尊 重す る。

(4)情 報 を ま とめ る技術 と して,演 繹 で も帰 納

で もな い,編 集技 術abductionを 用 い る。一一
//"i

劃



(5)価 値 論 か ら も追 求 す る 。priceは 価 値 の 一

要 素 で あ る。

そ して,最 後 に,21世 紀 の イ ン フ ラス トラ ク

チ ャが,情 報 の ネ ッ トワー クの 構 築 を 目指 す な ら

今 ま さ にそ のturning-pointで あ る と締 め く く ら

れ ま した 。

講演2:r人 間の知識の本性について』

京都国立博物館館長,京 都大学名誉教授

藤澤 令夫 氏

はじめに,「知識ベース(大 規模知識ベース)は

単なる知識の集積ではな く,知 識そのものと取 り

組む技術である」というのであれば,人 文学系 と

の連携を考えるに当たっては,何 よりも,学 問に

おいて求められる人間の 「知識」 とはどのような

本性のものであるかを,明 確になるよう努めなけ

ればならないことが述べられ,続 いて,哲 学的観

点,特 にギ リシャ哲学に関する書物 ・文献(=

「情報の集積物」)の 視点から人間にとっての知

識について話 されました。

まず,初 めに,プ ラトンボ 「人が書物からうけ

る情報は知識の外見にすぎない(知識ではない)。」

として知識 と情報を区別 していること。 また,

「書物は質問 しても答えない。ただ知 っているこ

とを思い出させる 『覚書』を蓄える」 と書物の積

極的役割を規定 していることを示 して,文 献 ・書

物から受けること(情 報)は,必 ず しも学問の求

める知識ではないことが説明されました。

さらに,プ ラトンの 『無知の知』(知らないとい

うことを知ること)が 人間を動かすとい う観点か

らすれば,知 識は自分で求めるものであ り,情 報

は他から与えられるものであって,情 報は受け手

の関心(意 味と価値)か らは独立した閉ざされた

体系にあるが,知 識は,受 け手の関心と一体であ

り,過 剰過多はありえないと述べられました。そ

して,人 間が環境としての世界の中で生 き行動 し

ていることが基本であることを考えれば,こ の環

境に対 しいかに対処 するかを習得す ることが

『知』すなわち人の求めるべき元来の知識といえ

ると述べられました。 また,あ らゆる学問の根本

は,人 間が知を求めることの発展であって,そ の

各々のアスペクトが学問分野である。知識のため

の知識であるvalue-neutralな 純粋科学は不可で

あ り,実 践的価値的な知識こそ知識であると話さ

れました。

そして,電 子化の技術によりr覚 書』の機能を

増大 ・強化された 「大規模知識ベース」 もまた人

間の意味 ・価値と一体であって,求 め手の関心と

ともに無限に広がる開かれた構造をもたねばなら

ないこと,そ れは潜在的意味 ・価値的連関を明示

・顕在化する触媒であることが述べられました。

そ して,大 規模知識ベースにおける知識の記述

方式に触れ,自 然言語処理の立場からみると 「主

語=述 語」,「実体ご(そ の)属 性」がとられるだ

ろ うが,虚 構であり,世 界のあり方を知る上で適

切ではない。この記述形式では,主 語(個 物)は

独立に存在 し得るが,属 性すなわち意味 ・価値は

従属的 ・二次的に しか存在し得なくな り,事 実と

反する。

例えば,「 これは美 しいバラの花だ」において,

まず存在するのは,『バラ』と 『美 しい』という知

覚情報であ りrこ れは』は単なる副詞的な言葉

で,「 ここに美しいバラの花がある」 とい うこと

である。確かに 「主語=述 語」構造はコン式ユー

タに馴染みやすいかもしれない。 しか し我々の生

きる世界の意味 ・価値の連関ネットワーク,意 味

を考慮 した知識そのものの総体を構築 しようとす

るなら,新 たな記述形式にすべきことを提言され

ました。一



セ ッ シ ョ ン ∬

本セ ッションでは,言 語処理技術の研究開発の

立場から,最 近の研究動向と今後の展望に関する

ご講演をいただきました。

講演1:r言 語処理の現状と将来動向』

京 都 大 学 教授

長尾 眞 氏

自然言語処理解析技術の現状と今後の展望につ

いて,実 際に各技術を研究されている立場からの

見解が述べられました。

まず,現 状の 日本語解析技術では,形 態素解

析,依 存文法による解析(係 り受け解析),格 文法

による解析を順に行い,そ れを意味表現に変換す

るという方式が妥当であるとの考えカミ示され,こ

れ らの各処理の精度は,形 態素解析で97%,文 節

間の係 り受け解析で97%(文 当た りだ と67%前

後),格 構造への変換で93%程 度の精度が達成 さ

れていることから,そ れぞれの技術はほぼ固まっ

ており,今 後はその精度をどう向上させて行 くの

かが重要な課題であると指摘されました。

そのために取 り組むべき課題の1つ として,係

り受けの暖昧さの解消や省略 ・指示詞の問題,数

の一致の問題などの解決が挙げ られ,こ の問題

は,複 数文の文脈を考慮 した処理がなければ本質

的解決は難しいが,現 実的な対応として単文内で

のヒューーリステaヅ クな処理によって70%～80%

が解決できると説明されました。

また,解 析にとっての辞書を見るとき,現 在は

格やシソーラスの記述に焦点が当てられている

が,今 後は語の機能的関係をどう取 り入れるかが

重要であること,ま た,自 然言語から知識ベース

を作る場合に,言 語内知識と言語外知識の関係の

考慮などが重要であることが述べられ,最 後に,

知識ベースの構築や利用も含めて,今 後の自然言

語処理は,非 常に希望のある分野であると締め く

くられ ました。

講演2:r解 析 ・生成技術』

東京工業大学 教授

田中 穂積 氏

自然言語の構文解析 ・生成技術に関し,構 文解

析技術として,チ ャー ト法パーザ とGLRパ ーザ

を取 り挙げて,ill-formedな 文の解析や確率モデ

ルの採 り入れ方が説明されました。

チャー ト法パーザは並列性の点で,GLRパ ーザ

は高速性,解 析結果のコンパクトさの点でそれぞ

れ優れていること,ま たill-formedな 文の解析で

は,ど ちらのパーザでもボ トムアップにまず解析

して,失 敗 したらトップダウンに予測 しながら解

析を行 うことで,誤 りの位置を推定する手だてが

提示されることが説明され,さ らに,確 率を採 り

入れたパージングでは,チ ャー ト法が構文規則に

確率を付与するのに対 し,GLRは テーブル上に示

された各アクションに確率を付与できるので,細

かい単位で確率を計算することが可能であるとい

う利点があると説明されました。

文の生成に関 しては,同 じ文に対して複数の表

現が考えられるという問題に対 して,チ ャート法

とGLRで はcommunicativegoalの 違いがあると

いう考えを示 し,現 状でtoyprogram的 なもので

はあるが,そ のような多様な表現を生むための研

究の紹介がありました。また,90年 代に入って,

マルチモーダルの考えが重要視され,音 声ととも

に図を出すことや,そ の同期の問題も議論されて

いることなどが紹介され,こ の分野の概要と現状

が分か りやす く説明されました。一
ツ
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講 演3:r知 識 獲 得 の 自動 化 を 目指 して』

UniversityofSheffieldProfessor

YorickWilks(英 国)

1990年 代 の 自然 言語 処 理 の研 究 の主 流 は 知 識 獲

得 の 自動化 の研 究 とす べ き で あ る と の考 え が 示 さ

れ,そ こで 問題 とな る 「言 語 処 理 の た め の知 識 を

何 を用 い て表 現 す るか 」 に つ い て提 案 が され ま し

た。

知 識 は 自然 言 語 で表 現 す る こ とが 望 ま しい がそ

れだ と コ ン トロール す る こ とが で きな い。 そ こで

知 識 と自然 言 語 の 間 にInterlinguaを 設 け る こ とを

考 え る。 多 くの場 合Interlinguaは 英 語(ま た は

English-1ikeな 言語)で あ りそ れ を用 い て 知 識 を

表 現 す る こ とに な り,そ の た め に はlnterlinguaを

コ ン ト ロ ー ル す る た め の 環 境CLE(Control

LanguageEnvironment)が 必 要 で あ る こ と,

Interlinguaを 用 い た知 識 獲 得 の 自動 化 の た め に は

今後,言 語 に依 存 しな い知 識 の モデ ル が 必 要 で あ

る こ とな どが指 摘 され ま した 。

講 演4:r言 語 処 理 の た め の テ キ ス ト資源 の収 集

と利 用 』

UniversityofGenevaProfessor

SusanArmstrong(ス イ ス)

最 近 の 傾 向 と して,自 然 言 語 処 理(Natural

LanguageProcessing:NLP)に 電 子化 され た テ

キ ス トを 利 用 す る こ とに 注 目 され て い る こ とが,

例(大 規 模 デ ー タベ ー ス か らの規 則 性 の抽 出(I

BM))を 挙 げ て紹 介 され,テ キ ス トを 利 用 す る

場 合 の 問題 点 と効用,将 来へ の期 待 な どが 述 べ ら

れ ま した 。

テ キ ス トの利 用 は従 来 のrule-basedNLPの 問

題 点 で あ る,(1)acquisitionの 困難 さ,(2)coverag-

eの 狭 さ,(3)robustnessの な さを 解 決 し,テ キ ス ト

資 源 を利 用 したLinguisticApplicationUこ は,(1)

PartofSpeechTagging(→preprocessorで の利

用),(2)AutomatingofLexicalAcquisition=(語

彙 の 自 動 習 得),(3)UsingParallelCorporafor

MT(ex.AutomatingAlignment,etc)な どが あ

る こ とが説 明 され ま した 。

最 後 に,テ キ ス ト資 源 の 収 集 と利 用 に は,入 手

に 関す る現 実 的 な 問 題(著 作 権 な ど)が あ るが,

今 後 のNLPへ の テ キ ス ト資 源 の 利 用 とそ の 成 果

に期 待 す る と締 め く くられ ま した。

講 演5:r機 械翻 訳 に お け る知 識 処 理 』

UMISTProfessor

辻井 潤 一 氏(英 国)

知 識 ベ ー ス に対 して,バ ヅク グ ラ ウ ン ドの違 い

に よ る様 々 な捉 え方 が あ る こ とを 指 摘 した上 で,

機械 翻訳 につ い て,"こ とば"か ら ア プ ロ ー チ す

る(→LinguisticBasedMT)こ とが 提案 され ま し

た。 そ して,LBMTで は,機 械 翻訳 が個 々 の単 語

の対 応 で は対 処 で きな い もの が あ る とい う問題 に

つ い て は,も っ と広 い 単位,例 え ば,句 や 節 な ど

を考 えれ ばidiomな どに も対 処 で き る と説 明 され

ま した。

また,そ の 言 葉 が用 い られ る状 況 も考 え る必 要

が あ る こ とが 以下 の例 をつ か っ て説 明 され ま した。

英 語 の"wear"に 対 して 日本 語 で は"か ぶ る",

"は く"
,"か け る"の よ うに 身 に つ け る 場所 や む

の に よ って単 語 を使 い 分 け るが,状 況 に よ って は

"ス ト
ッキ ングを は く"を い う場 合(銀 行 強 盗 な

どが～)も あ る。

そ して,機 械 翻 訳 に お い て は,処 理 の単 位(=

unit)が 重 要 で あ り,機 械 翻 訳 の処 理 の 単 位 は 知

識 の単 位 で あ り,翻 訳処 理 に あ た って は知 識 の単

位 を うま く利 用 す る こ とが 重要 で あ る と述 べ られ

ま した 。一
、



セ ッシ ョン 皿 よって分子構造設計ができるというものです。

本セ ッションでは,知 識処理技術の研究開発の

立場から,知 識の共有 と再利用,知 識獲得の問題

をテーマにしたご講演をいただきました。

講演1:r大 規模知識ベースの共有法』

東 京 大 学 教授

大須賀 節雄 氏

大規模知識ベースの重要性を考え,実 際的な立

場からその共有の1つ の姿 として,大 規模知識

ベースがネ ットワーク上の多数のユーザによって

共有される状態を考える場合の1つ の考え方が示

されました。

このような環境では,高 度の問題解決機能は

ユーザ側がローカルに持ち,大 規模知識ベースは

簡単な検索機能を持つだけで集中的に管理される

べ きであるとの考えが述べられました。

また,こ のような形態ににおいて,ど のような

高度な機能を提供す る必要であるかを詳細に分類

した上で,そ の中で特に 「設計」を取 り上げ,さ

らに,そ こで問題 になる非決定的な処理につ い

て,仮 説(モ デル)の 生成とその結果の評価の2

つのステップの繰 り返 し処理になることが示 さ

れ,こ れをコントロールする戦略を記述する能力

を提供しなければならないことが述べられました。

ご自身が以前 より提案されていた多層論理を用い

てそのようなシステムを実現したことカミ,具体例

として,分 子構造設計を取 り上げ紹介されました。

それは,分 子構造について,多 くの変換規則を

共有の大規模知識ベースに蓄積 しておくもので,

これ らは目的によって分類 され階層構造をなし,

この階層構造はローカルに持たれ,ユ ーザは 目的

に応じてメタレベルの知識を用い,可 能な変換規

則を絞 り込み最も妥 当なものを適用す ることに

講 演2:r知 識 共 有:予 測 と課 題 』

UniversityofSouthernCaliforniaProfessor

Wi11iamR.Swartout(米 国)

現在 行 っ て い る知 識 表 現 の 共 有化 の活 動 に つ い

て,現 状,将 来 像,そ してKnowledgeSharing

Initiativeに お け る4つ の ワーキ ン ググ ル ー プ の活

動 につ いて 話 され ま した。

まず,知 識 は 特 定 の シ ス テ ムに 合 わ せ て作 られ

て お り,一 方 で 高 度 な 推 論 機 構 を 要 求 さ れ る の

で,知 識 の構 築 は,時 間 的 に も コス ト的 に も高 く

つ くもの に な って しま って い る こ とか ら,現 状 で

は,異 な る シス テ ム間 で知 識 の 共 有,再 利 用 は 困

難 で あ る と の認 識 を 示 し,将 来 に つ い て は,新 し

い知 識 ベ ー スは 既 存 の知 識 ベ ー スを 再 利用 して作

られ るべ きで あ り,そ うす る こ とに よ って シス テ

ムの 構 築 が 加速 され,コ ス ト低 減,信 頼 性 向上 に

つ な が る と知識 ベ ー ス の構 築方 法 につ いて 見 解 が

述 べ られ ま した 。

ま た,再 利 用 に 関 して次 の よ うな多 くの障 壁 が

あ る こ とが指 摘 され ま した。

1.非 常 に多 数 の 異質 な知 識 表 現 言 語 が存 在 す

る こ と。

皿.同 族 の知 識 表 現 言 語 の 中 に も多 くの 方 言 が

存 在す る こ と。

皿.知 識 の 間 の通 信 プ ロ トコル が存 在 しない こ

と。

N,共 通 の 記述 基 本 用 語 が 存 在 しな い こ と(オ

ン トロジ ィ問題)。

KnowledgeSharinglnitiativeに つ い て は,

ARPAの サ ポ ー トに よ って設 立 され た こ と,そ の

目的 カミ知 識 表 現 の ス タ ンダ ー ドを設 計 す る こ と と

い うよ りは,異 な る知 識表 現 の 間 の相 互 利 用 を 可

能 にす る技術 を確 立 す る こ とで あ る と説 明 され,一
⑱



KnowledgeSharinglnitiativeで は,上 の4つ の 問

題 のそ れ ぞ れ に 対 処 す るた め の 以 下 の よ うな タス

ク を もつ4つ の ワー キ ン グ グル ー プか ら成 って い

る こ とが 説 明 され ま した 。

1の 問 題 に 対 して は,KnowledgeInterchange

Formatと い う中 間 言 語 を 設 計 し,そ れ を 介 し て

言 語 の 翻訳 を行 う。 旺に つ い て は,同 族 言 語 の 中

で 共通 の仕 様 記 述 を作 成 す る。手 始 め にKL-ONE

フ ァ ミ リー の 言語 の仕 様 を作 成 した 。 構 文 ・意 味

レ ベ ル の 仕 様 は 容 易 で あ る が,推 論 ,特 に

classificationの 共 通化 が 困難 で あ る。 皿につ い て

共 通 の高 レベル フ'ロ トコル 言 語KQMLを 設 計 し

た 。Nに は 共 通 の用 語 を 用 い る た め の 高 レベ ル 言

語ontologiesを 作 成 して い る。 等 の 説 明 が あ りま

した 。

講 演3:r共 有知 識 ベ ー ス:

ヨー ロ ッパ の 観 点 か ら』

UniversityofAmsterdamProfessor

BobJ.Wielinga(オ ラ ンダ)

現 在,数 多 く存 在 す る知 識表 現法 に 関 し,そ れ

ら の 間 の ナ ビゲ ー シ ョン,相 互 間 の 異質 性 を ど う

取 り扱 うか,ど の よ うに 融 合 す るか,意 味 論 の違

いを ど う取 り持 つ か とい う多 くの 問題 の解 決 策 に

つ い て,ヨ ー ロ ッパ に お け る取 組 み 状 況 な どが 説

明 され ま した 。

ヨ ー ロ ッパ で は ,そ れ らを 巨大 な 標 準 化知 識 と

して ま とめ,利 用 目的 に応 じて選 択,利 用 で きる

枠組 み を 目指 す こ と と して,ESPRITの 資金 援助

を受 け た多 くの プ ロ ジ ェ ク トが 現 在 活 動 中 で あ

り,そ の総 額 は35MEUCに 達 して い る との紹 介 が

あ りま した。

そ して,知 識 の 再 利 用 を 困難 に して い る最 も大

きな 原 因 の1つ と して,そ れ ぞ れ の知 識 が特 定 の

応 用 分 野 に 特 化 して い る こ とが挙 げ られ,共 有 化

可能な知識ベースの設計法の基礎技術を与える以

下の3つ の原則について述べられました。

第一の原則は,知 識ベースをその機能 と適用範

囲に従って うまく構造化 されたものとすること。

構造化されたモデルを設置すること。それにより

モジュラリティ,維 持管理の容易性,再 利用化の

可能性を向上することである。特に,知 識ベース

と応用分野に依存 した知識 とコン トロール知識

(メタ知識)に 分割 して設計することである。 こ

れにより,再 利用化,推 論機構の共通化,問 題解

決法のライブラリ化など共有化に必要な機能の達

成が容易になる。

第二の原則は,領 域知識 のメタモデルを知識

ベースの構造の抽象的な記述 として設計するこ

と,知 識ベース内の項 目の構造の定義や様々な機

能のタイプの定義を行うことになる。メタモデル

が応用領域のタスクモデルと領域モデルをつなぐ

オントロジィと見なすことができる。

第三の原則は,様 々なオン トロジィの レベル

(領域における技術用語のレベル,概 念や関係の

レベル,構 造物のレベルなど)の どこにオントロ

ジィを設定するかを明らかにすることである。

講 演4:『 知識 表 現 とデ ー タ』

AT&TBellLaboratories

AlPrinciplesDepartmentHead'

Ronaldj.Brachman(米 国)

現 在,急 速 に 蓄 積 され 続 け て い るデ ー タ を,知

識 と して 格 納 す るた め の 適 切 な 技術 を 開発 す る こ

とが 重 要 で あ る こ とが 述 べ られ,そ の た め の技 術

的 な 問 題 点 とそ の 問題 に対 す る ご 自身 の ア プ ロー

チ が 紹 介 され ま した。

は じめ に,大 量 の デ ー タ 収集 に関 す る問 題 と し

て,L非 常 に多 くの個 々 のデ ー タを 取 り扱 う こ

と,亙.ど の よ うな形 でデ ー タを 大 規 模 知 識 べ 一



ス に格 納 す るか,皿.ど の よ うな ア ー キ テ ク チ ァ

を使 うか,N.デ ー タ の更 新 を ど う行 うか,V.格

納 さ れ た デ ー タ を ど うや って 参 照 す るか,M.

デ ー タ の表 現 形 式 の 変 換 を ど う行 うか,W.誤 っ

た デ ー タ"Baddata"を ど う取 り扱 うか,V皿.充

分 な効 率 を達 成 で き るか,な どの 課題 が示 され ま

した。

これ らの課 題 解 決 の方 法 と して,デ ー タを取 り

扱 うた め に 知 識 表 現 の 技 術 を 用 い る こ と が 示 さ

れ,そ の利 点 と して,領 域 に関 す る 自然 な モ デ ル

を 提 供 して くれ る こ と,そ の モ デル を 通 して 質 問

応 答 が で き る こ と,領 域 に お け る一 般 的 な 推 論 法

をサ ポ ー トして くれ て い る こ と,な どが述 べ られ

ま した 。 そ の 上 で,ご 自 身 の ア プ ロ ー チ に お い

て,知 識表 現 言 語 と してCLASSICを 用 い る こと

と して,デ ー タか らCLASSICへ の記 述 のた め,

SQLの 記 述 か らCLASSICへ の 基 本 的 な変 換 規 則

を 設 計 し,ユ ーザ が イ ン タ ラ クテ ィ ブに一 般 的 な

変 換 作業 を行 うこ との で き る環 境 を 用 意 した こ と

が 紹 介 され ま した 。

講演5:『 知識獲得とオン トロジィ』

大 阪 大 学 教授

溝口 理一郎 氏

エキスパー トシステムのための問題解決用の知

識ベースを対象に,知 識の共有化がなぜ難 しいか

について論 じられました。

まず,共 有化が難 しい最大の原因と考えられる

ものとして,知 識の内容が何であるかカミ明確でな

く,多 くの知識が特定の問題解決用の知識とし

て,特 定のタスクに特化 してコンパイルされてし

まっているところにあると述べられました。

つぎに,知 識の共有化へのアプローチについ

て,直 接法と間接法に分けることができ,さ らに

直接法はボ トムアップ法とトップダウン法に分け

る こ とが で きて,ボ トム ア ップ法 は,現 状 と して

存 在 す る知識 デ ー タを加 工 して 再 利 用 化 す る方 法

論 を 研 究 す る もの で あ り,ト ップ ダ ウ ン法 は,オ

ン トロジ ィの デ ザ イ ンの よ うな 根 本 的 な 方 法論 の

開 発 を 目指 す もの で あ る こ と。 間 接 法 は 直 接 法 と

は異 な りデ ー タを 直 接 操作 す る こ とは 考 え な い 。

例 え ば,分 散AIで 行 われ て い る よ うに エ ー ジ ェ

ン ト間 の通 信 プ ロ トコル を設 定 す る こ とに よ り知

識 の 共有 化 を行 った り,ま たcase-base法 の よ う

に 事例 を通 じて知 識 の 共 有化 を行 っ た りす る こ と

が説 明 され ま した 。

また,オ ン トロジ ィが,知 識 を表 現 す るた め の

基 本 とな る語 彙 の こ とで あ り,そ の記 述 の レベ ル

に 注 意 す る必 要 が あ る こと,記 述 され て い る知 識

の 内容 そ の もの に 関す る も のをcontentontology,

相 互 の知 識 の 交換 の た め の通 信 プ ロ トコル に関 す

る も のをcommunicationontologyと 呼 ん で両 者 を

区別 す る こ と,前 者 は知 識 の再 利 用 とい う こ とに

つ い て重 要 な 概念 で あ り,後 者 は知 識 の共 有 化 に

重 要 で あ る こ とが 説 明 され ま した 。

そ して,知 識 の 再利 用 に は,コ ンテ クス トか ら

知識 を切 り離 す こ と,つ ま り,知 識 を タス ク知 識

と領域 知 識 に分 割 す べ きで あ る と述 べ られ ま した。

セ ッシ ョンN

本 セ ッシ ョンで は,知 識 素 材 とな るデ ー タベ ー

ス,テ キ ス トベ ー ス,知 識 ベ ー ス,言 語 デ ー タな

ど,実 存 す る も のに つ い て の紹 介 とそ の 将 来 計 画

に 関 す るご講 演 を い た だ きま した。
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講 演1:r学 術 情報 サ ー ビス の将 来 像 』

学術 情報 セ ン タ ー教 授,研 究 開 発 部 長

山 田 尚 勇 氏

学 術 情 報 セ ンタ ー に おけ る現 在 の 活 動 状 況 と将

来 計画 につ い て述 べ られ ま した 。

初 め に,同 セ ン タ ーの 発 足 の経 緯 につ い て,'73

年10月 の学 術 会 議 の コ ミュ ニ ケー シ ョ ンサ ー ビス

に 関 す る勧 告 後,約10年 で東 京 大 学 に文 献 情 報 セ

ン タ ーが 発 足 し,そ の後,大 学 共 同利 用 機 関 と し

で86年4月 に学 術 情 報 セ ン タ ー と して ス タ ー ト

した こ とが 説 明 され た あ と,現 在,日 本 国 内で は

29の ノー ドを通 して(NlProtocoD,約500の 機 関

が つ な がれ て い る こ と,海 外 に も実 験 的 に つ な

が って い る こと,そ の 他 に ロ ジカ ル に つ な が っ て

い る ネ ッ トワー ク(プ ライ バ シー に 配慮 した 医療

情 報 ネ ッ トワー ク)が10ほ どあ る こと な ど,ネ ッ

トワー ク構 成 に つ い て 説 明 され ま した 。

また,現 在 の デ ィス ク容 量 は1TBで,目 下 十

分 だ が,10年 後 に は千 倍 程 必 要 にな る と思 わ れ る

との 見 通 しが述 べ られ ま した 。

そ れ か ら,同 セ ンタ ー の保 有DBに つ い て 以 下

の よ うな紹 介 が あ りま した 。

(1)文 献 情 報(図 書,雑 誌 情報)に 対 す るUnion

CatalogDBが あ り,新 しい本 の情 報 も迅 速 に 付

加 で き る よ うに な って い る。

(2)情 報DBサ ー ビス が あ る。 まず 第1は,外 国

か ら ライ セ ンス を受 け たDB,第2に は,学 位

論 文 の タイ トル な どを収 録 した 自前 のDBで あ

る。

(3)DBの デ ィ レ ク トリで,国 内1,100の 学 会 の

論 文 の タ イ トル を3ケ 月 以 内 収録 を 目標 に して

い る。 現 在 イ メ ー ジは,光 デ ィス クに別 に 入 れ

て あ るが,ペ ー ジイ メ ー ジで の供 給 も計 画 中 で

あ る。

(4)研 究 機 関 を 限 ったRepositoryのDBが あ る。

(5)図 書 館 のDBで,NSFも 使 用 して い る。英 国

の 日本 研 究 のDBな ど も利 用 して い く予 定 も あ

る。

ま た,同 セ ン タ ーの情 報提 供 に要 す る 日数 に つ

い て,コ ピー 依 頼 か ら到 着 ま で の 処 理 日 で み る

と,50%が3日 以 内,90%が7日 以 内に得 られ る

よ うに な って い る との報 告 が あ りま した。

将 来 の 改 善策 と して,た と えばCD-ROMに よ

るサ ー ビス な ども計 画 中 で,実 現 す る と 自分 の 図

書 館 内 で の サ ー ビス も可 能 に な り迅 速 な情 報 提 供

が で きる こと,さ らに 領 域 を広 げ て,通 信 社 な ど

を通 じて家 庭,オ フ ィス に もサ ー ビスが 広 が る可

能 性 につ い て述 べ られ ま した。

講 演2:r研 究 開発 領 域 にお け る言 語 リソー ス:

そ の課 題 と展 望 』

UniversityofPisaProfessor

AntonioZampoli(イ タ リア)

初 め に,言 語 処 理,知 識処 理 の 分野 に おけ る言

語 資 源 の必 要 性 の高 ま りに つ い て,計 算 言 語 学 や

単 一 言 語 コ ー パ ス の 必 要 性 を 挙 げ た'66年 の

ALPACレ ポ ー トや 言 語 産 業 の 台頭 な どを背 景 と

して 開 催 され た'86年GrossetoWorkshopで の議

論 が 貢 献 して い る との考 えが 示 され ま した。

そ の あ と,現 在,ヨ ー ロ ッパ に お い て,実 施 中

お よび計 画 して い る プ ロ ジ ェ ク トの紹 介 と現 在 の

動 きに つ い て 以 下 の よ うな 説 明 が行 わ れ ま した 。

(1)MLAP-NERC:こ れ は ヨ一 口 ヅパ の10カ 国

を ネ ッ トワー クでつ な い で,各 言 語 の コ ーパ ス

を 共 有 し よ う とす る も の で あ る。 現 在 設 計段 階
し

で'96年 に第3ス テ ー ジに 入 る予 定 で あ る。'

(2)EAGLES:テ キ ス5デ ー タ 共 有 の プ ロ ジ ェ

ク トで,こ れ は5つ の ワ ーキ ン グ グル 一一プ で,

ス ペ ックや 評 価 法 を 分 担 して作 って い る。95年

に は ガ イ ドライ ンが で き る予定 で あ る。一
、



(3)RELATOR:Repositoryな もの をめ ざ して い

る。 現 在 アイ デ ィ アを 募 って お り,三 極 リンク

も計 画 中 で あ る。

(4)こ れ ら と の 国 際 協 力 に つ い て は,現 在,

NSFやARPAな どと小 規 模 な もの が で き て い

る。 来 年 の後 半 に は,こ れ に 関 す る本 が 出 る予

定 で あ る。

最後 に,標 準 化 は 国 際 的 な コ ンセ ンサ ス に基 づ

い た もの に な るべ き こ と,ま た 自然 言 語処 理 や 音

声 との交 流 が必 要 で あ る こ とが述 べ られ ま した。

講 演3:rド キ ュメ ン テー シ ョンつ き 多 目的 電 子

化 リソー ス の作 成,保 守,利 用 に お け るTEIの 役

割 』

CenteforEfectricTextsintheHumanities

ProfessorandDirector

SusanHockey(米 国)

TEI(TextEncodingInitiative)の 発 足 の 経

緯,内 容,有 用 性 に つ い て述 べ られ ま した 。

発 足 の経 緯 に つ い て,テ キ ス トの エ ン コーデ ィ

ング に関 して提 案 され た 様 々の ス キ ー ムに互 換 性

が な か っ た こ とか ら,'87年 にVassarCollege9こ3

1人 が 集 ま ってTEIの 準 備 会 議 が 開か れ,こ れ に

よ って3つ の学 会 の支 援 の も とに,実 行委 員会,

2つ の編 集 委 員 会,諮 問 委 員 会 な どか ら成 るTE

Iが 発 足 した こ とが説 明 され ま した 。

続 い て,'88年 中 頃 に エ レ ク トロ ニ ック テ キ ス

トの ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン,物 理 表 現,言 語 解

析,SGMLの4つ の ワー キ ング グル ー プが 発足 し

た の ち,'90年7月 に300ペ ー ジ よ り成 るP1ド

キ ュメ ンFを 発 行 し,こ れ に対 す る第2発 展 サ イ

クル に 入 った こ と,そ して これ に関 す る ワーキ ン

グ グル ー プ,関 連 プ ロ ジ ェ ク ト,3回 の会 合 が 開

か れ た こ とな ど,TEIに 関す る これ まで の 活 動 が

紹 介 され ま した 。

そ の あ と,TEIの ガ イ ドライ ン,形 式,拡 張性

に つ い て 説 明 が 行 わ れ ま した 。

(1)TEIの ガ イ ドラ イ ンは,何 を ど うコ ー ド化 す

るか とい うこ とに つ き,考 え方 と して は,何 ら

か の 共 通 なfeatureの コア を持 つ と い う こ と を

目指 して い る。

(2)TEIの 形 式 は,ヘ ッダ とテ キ ス トか ら成 り,

ヘ ッダ ,コ ア タ グ,ベ ー ス タ グ セ ッ トを 必 ず 持

ち,さ らに 付 加 的 な タグ セ ッ トを持 つ こ とが で

き る もので あ る。

(3)TEIの 拡 張性 につ いて は,マ ル チ メデ ィ ア と

のつ な が り も考 え る必 要 が あ る。 また,TEIの

拡 張性(ポ イ ン タ メ カニ ズ ム)か ら,さ ま ざ ま

な ネ ッ トワー クを 通 じて の デ ー タ共 有 も可 能 で

あ る。

講 演4:『Cyc:知 識共 有 の 先 駆 け 』

MCCDirectorofCycProject

DouglasB.Lenat(米 国)

「何 を シ ェアす べ きか 」,CYCで は 「何 を 作 っ

て きた か」 そ して 「何 を 学 ん だ か」 な ど の問 い に

対 し,Lenat氏 自身 が 回 答 す る よ うな形 で 講 演 が

行 わ れ ま した。

初 め に,「 何 を シ ェアす べ きか 」で は,共 有 す る

知 識(レ ベ ル)と そ の 共 有 に よ り可能 とな る機 能

を整 理 し,シ ェアす べ き知識 に は,ア ル フ ァベ ッ

トか ら始 ま って さ ま ざ まな レベ ル が あ り,た と え

ば第3レ ベ ル で は 辞 書 の 語 義 文 の シ ェ7,4で

は,常 識 の シ ェア,5で は コ ンテ クス トの シ ェア

があ る こ とが述 べ られ ま した 。

「何 を 作 って きた か」 で は,CYCで は何 万 も の

常 識 を 百 科事 典 か ら入 れ た こ と,た だ し通 常 のD

Bル ーチ ンで表 せ る よ うな もの に つ い て は入 れ ず

実 際 に 働 くよ うに 蓄 積 を 行 って きた こ と,1つ の

疋 デ ル を作 る の で はな く,異 な った モ デル の テ ン

〆
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ポ ラル な も のを ボ トム ア ップ に作 って い る こ とな

どの 説 明 が され ま した 。

「何 を 学 ん だ か 」 で は,

(1)フ レー ム,ス ロ ッ トが 十 分 で な く,否 定,結

合,モ デ ル,削 除,依 頼 な ど を表 現 す る に は 十

分 で な い こ とが わ か り,現 在,述 語 論理 を 考 え

て い る。

(2)冗 長 な 認識 論 的 な レベ ル と発 見 的 レベ ル を 分

け て考 え る必 要 が あ る こ と。

(3)あ い ま い な推 論 の確 信 度 の 数 を な く し,か わ

りに 真 理 値 の 小 さな 集 合 を 持 つ 必 要 が あ る こ と。

④ 意 思 決 定 は さま ざ ま な 議 論 を 収 集 し比 較 す る

こ と に基 づ く こ と,

(5)大 域 的 な一 貫 性 は必 ず し も必 要 の な い こ と が

挙 げ られ ま した 。

そ して,最 後 に,CYCプ ロ ジ ェク トの1995年 の

プ ロジ ェ ク トゴー ル(1984年 ス タ ー ト)で は 「常

識 」 を 表 現 し集 成 す る こ と を 目標 に し て い る こ

と,以 降,1996～2005年 に はConsortialフ.ロ ジ ェ

ク トを 起 こ し,多 文 化 の知 識,自 然 言 語 理 解,機

械 学 習 な ど 目指 して い る こ とが述 べ られ ま した 。

な お,本 国 際 会 議 に引 き続 き,12月3日 ・4日

の2日 間 の 日程 で,東 京 新 宿 の工 学 院 大学 に お い

て,よ り技 術 的 な 議 論 を 目的 にKB&KS'93国 際

ワ ー ク シ ョ ップが 開 催 され ま した。 当 日は,96名

(日 本 人49名,外 国 人47名)の 参 加 が あ り,当

ワー ク シ ョ ップ に お い て も熱 心 な議 論 が行 わ れ ま

した。
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一
〈 コ ン ピ ュー タ ゲ ー ム 〉 〈在宅教育 〉

社 内 で コ ン ピ ュ ー タ ゲ ー ムを や る こ と に,企 業

は どの程 度 関 心 を 持 って い るの で あ ろ うか.ほ と

ん どの 企 業 は お 喋 りや 私 用 電 話 と同様 に黙 認 して

い る が,ア メ リカ で の あ る調 査 に よれ ば,ソ フ ト

ウ ェ ア開 発 企 業 な ど会 社 の費 用 で ゲ ー ムを 購 入 し

て い る所 もあ る一 方 で,厳 しい 態 度 を 取 って い る

所 も あ る。 大 手 自動 車 メ ー カ ーで は 従 業 員 の コ ン

ピ ュー タ の ハ ー ドデ ィス クを 無 作 為 に調 査 し,会

社 が購 入 した 以 外 の ソ フ トウ ェア を使 用 して い た

場 合 解雇 もあ り得 る と従 業 員 側 に通 知 して い る。

同 社 に 追 随 す る 企 業 も 多 く,全 体 的 に は コ ン

ピ ュ ー タ ゲ ー ム の有 害 性 を 認 め る声 が 高 い 。

マルチメデ ィア技術とネットワーク技術の発達

により,ア メリカでは,学 校に行かず在宅教育を

選択する家庭が増えてきてお り,州 によっては在

宅教育を支援す る動 きがある。学校での銃や麻薬

の危険からわが子を守るためだというケースが大

部分と思われるが,在 宅教育の方が個性に合った

カリキュラムを組むことができ,画 一的な学校教

育よりも効果的と考える親が増えてきていること

も事実である。ただ し,在 宅教育では他人とのか

かわ り合いを通 じて養われるべき社会性が身につ

かないという反論もあ り,親 の側にも労力的に相

当の覚悟が要求される。

〈 ロシ ア でPC工 場 増 加 〉 〈在宅勤務 〉

未成熟な分,今 後需要増大が見込まれるロシア

のコンピュータ市場に向けて,IBMな どの大手

メーカーが現地に組立工場を建設する動きが進ん

でいる。いまはまだ部品は全て海外から輸入する

状況であるが,い ずれはロシア国内で調達できる

ようにしたい と進出企業では考えてい る。 メー

カーだけでなく販売会社も進出してきていて,需

要掘 り起 こしのため色々と試みており,市 場の急

成長に期待 している。

ノ

アメリカの大都市圏外の地方 自治体で,情 報基

盤を積極的に整備することにより在宅勤務者を招

き入れ ようとする動 きがある。高学歴の情報技術

者は高給であるため税収も期待でき,町 の活性化

にもなる。働 く側にとって も,環 境の良い リゾー

ト地で仕事ができる良さがあ り,ク リントン政権

が提唱するNIIの 構築が実現されれぽこういった

動きはさらに加速 され るとみられる。また,学 校

や図書館,病 院などの公共施設 と住民 とを結ぶ

ネットワークの構築を進めている地域もあ り,高

度にネットワーク化された社会でどのような経済

的 ・社会的影響がもたらされるか,先 駆的な事例

としても注 目される。一



〈米政府の電気通信改革案 〉

1994年 早々,ア メリカ政府はNII(全 国情報イ

ンフラ)構 築に向けた電気通信規制改革案を発表

した。その主な内容は,ユ ニバーサルサービスの

提供や独占禁止法上の歯止めは維持した上での大

幅な規制緩和であ り,新 しいサービスの登場を阻

むような規制の枠組みを廃し,来 るべ きマルチメ

ディア時代へ向けてNII構 築の主役である民間の

投資意欲を刺激しようとしている。また,時 代の

変化に柔軟に対応できるよう,FCC(連 邦通信委

員会)に より広範な規制権限を持たせることを提

案している。

〈中国の電気通信 〉

電気通信インフラがまだまだ貧弱な中国では現

在その改善を急速に進めてお り,電 気通信事業収

入も大きく伸びているところであるが,こ れが新

たな利権となって,人 民解放軍や電子産業部,鉄

道部,中 華人民銀行などの政府機関が郵電部の管

轄権を侵し,独 自に電気通信事業に進出している。

特に人民解放軍は多様な周波数を管理 しているこ

とを武器にセルラー電話や無線呼び出しなどに深

く関わっているが,ほ かにも各地方省政府が独自

にセルラー電話や無線呼び出しサービスを提供し

た り,政 府非公認の海外の機器事業者が進出した

り,ヤ ミの無線網 も存在 したりで,中 国の電気通

信は混沌とした状況にある。

●

一
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行政情報の提供について

㈲行政情報システム研究所

橋 本 敏

本題に入ります前に,私 ども社団法人行政情報

システム研究所について若干のPRを させていた

だきたいと思います。「情報システム研究」 と聞

いただけでも一般の方々には馴染みが薄いのです

が,そ の上に行政 という何か重々しい言葉がつい

ているものですから余計難 しく,一 体何をや って

いるところだろうとい うようなイメージを与える

ようです。話カミ横道にそれて恐縮ですが,初 めて

電話する会社等で,応 答された女性の方が一私の

発音も悪いのですが一組織名を何度も確認された

り,い かがわしい団体 と思われたのか,相 手の方

の声が急に トーンダウンした り,多 分 「じょせい

(女性?)じ ょうほ う研究……?」 とか勘違いさ

れたのではないかと思 うことがしばしばあ ります。

私どもの団体は,昭 和39年 の第1次 臨時行政調

査会答申を契機 として行政改革を進めることとさ

れたのですが,こ の改革のなかで行政事務を機械

化 し効率化するための研究とその推進を図るとい

う当時の要請がありまして,こ れに答えるべ く国

の行政機関,地 方公共団体,コ ンピュータメー

カー及び関連団体からなる脚行政事務機械化協会

として発足 しました。昭和40年 代に入 り,行 政機

関においてコンピュータの利用が急激に増加した

ことから,こ れに対応 した業務の一層の充実を図

るため今の団体名に改称 し,現 在に至っています。

瀦S

歳 、 巳落 領

議 嚢、 ㎡c灘 ・

当研究所で最近特に力をいれている業務が二つ

あ ります。一つは 「行政情報化」への取組みです。

ご存 じのとおり,行 政の情報化につ きましては昨

年来から様々な方面でクローズアップされており

ますが,当 研究所において も国民サービスの向

上,改 革等の視点に立ち,行 政の情報化をさらに

推進する必要があるという認識の下に検討をかさ

ね,昨 年5月 「行政の情報化推進に関する提言」

という形でまとめ,報 告させていただきました。

行政の情報化については,現 在も引き続き鋭意調

査,検 討を進めているところです。

二つめが,本 テーマと関連しますが,行 政情報

の収集と提供を行い行政情報(デ ータ)の 流通促

進を推進していくということです。行政情報につ

いては,そ の社会的活用が内外から強く要請され

ています。政府におきましても 「国の行政機関に

おけるデータベース整備に関す る基本方針」(昭

和62年11月 行政情報システム各省庁連絡会議了

承)で,国 の行政機関が保有するデータベースの

有効活用の一環として民間に提供することとし,

63年行革大綱等累次の行革大綱において,こ の基

本方針に沿 って行政データの社会的活用の推進を

決定しました。

このため,私 ども当研究所ではこのような社会

的要請,動 き,状 況を踏まえ,行 政 と民間の接点

に位置する特色を活かし,行 政情報を広 く提供す

る業務を積極的に進めているところです。 この業

務の一環といたしまして,当 研究所では,我 々の

所管庁である総務庁行政管理局が社会的活用を図

るため提供するデータの供与を受け,こ れを提供

する業務を昨年 より開始 しました。これにより,・

憲法 ・法律 ・政令 ・勅令の全法令デー・・Pt.及び第3

次行革審の審議概要,答 申,意 見磁気データを昨

年8月 より,さ らに第2次 臨調か ら第3次 行革審

までの答申,意 見等磁気データを今年2月 より,一
」



当研究所を通 じ,民 間のオ ンラインディス トリ

ビュータを介したパソコン通信(ネ ヅト)又 はフ

ロヅピィディスクで一般の方々が利用できるよう

になりました。

行政機関,と りわけ中央省庁が保有する広範多

岐にわたる行政情報につきましては ,例 えば,地

域政策を立案するための基礎データとして役立て

たい,日 常の生活を してい く上で有効な情報を得

たい,ビ ジネスや各種研究に利用 したいなど様々

なニーズがあ り,そ の公開,提 供が強 く求められ

ています。

中央の各省庁から提供 されているこれら行政情

報につきましては,そ の大部分が印刷物や掲示

板,閲 覧室を利用 した閲覧提供の形態を採 ってい

ます。このため,提 供を受ける立場か らすれば ,

印刷物で提供されたデータをコンピュータを利用

して加工,分 析 したいが,再 入力するのに手間,
コス トがかかる。またタイムリー性に欠ける。中

央省庁が置かれている東京近郊の方には有利だが

地方は不利,地 理的格差が大きい。情報を得るた

めにわざわざ役所まで行かな くてはならず不便
。

閲覧できる時間が限られてお り不便,地 理的 ・時

間的制約な しに閲覧したいなど,そ の提供の方法

についての不満,要 望がかなりあるものと思われ

ます。

この解決策として ,民 間のデータベースディス

トリビ=一 タ及び現在わが国において200万 人近

く会員が存在すると言われるパソコンネットを活

用 しない手はないと思われます。従来の印刷物等

による情報の提供方法に加え,行 政機関内部でコ

ンピュータ処理 されている情報 ,ワ ープロ,パ ソ

コン等により作成された資料などは既に磁気化さ

れている訳ですから,提 供できるものについては

そのまま(若 干の加工,編 集を要する場合もあ り

ますが)磁 気媒体で提供 し,こ れらデータベース

ディス トリビュータ及びパソコンネットを活用 し

て地理的,時 間的制約のない行政情報の提供を進

めるのも一つの有効な方法と思われます。

前に述べました法令データの提供につきまして

も,こ のような観点から民間のデータベースディ

ス トリビュータを介 し,パ ソコン通信(ネ ット)

を利用 した提供方法が採られました。従来,法 令

データにつきましては,総 務庁において法令の中

で使用されている用語等により必要な法令が検索

できるようデータベース化し,オ ンラインに より

国の行政機関である中央の本省庁に限 り提供され

ていたのですが,こ れにより国の行政機関以外の

地方 自治体,企 業,研 究等機関,国 民の方々の必

要とされている誰でも,パ ソコン(ワ ープロ),通

信ソフ ト,電 話回線,モ デムがあれば法令データ

をいつでも自由に検索できるようになったわけで

す。

このような取組みは ,パ ソコン通信のサービス

メニューを覗いてみますと,一 部の省庁において

政策等記者 レク資料tt統 計データ,そ の他広報用

データ等を提供 している例が見られます。また新

聞等情報によります と一部の自治体により,パ ソ
コンネットを活用 した行政情報の住民への提供

サービスが開始 されているようです。 しかしなが

ら広範かつ多量な行政情報に比べ ,こ れらの試み

をされている例はまだまだ少ないように感 じます ご

し,さ らに提供できる余地は大いにあるものと思

われます。 これらの取組みが充実 ,拡 大されるこ

とが望まれるとともに,当 研究所 といたしまして

も行政情報の提供,促 進について少 しでもお役に

立てればと考える次第であります。

こ

■



JIPDECだ より一
総 務 部 疹

賛助会員研究会の開催

賛助会員を対象とした研究会を,平 成5年 度は

以下のとおり9回 開催 し,合 計618名 の参加をい

ただきました。

第1回

テ ー マ

講 師

参 加 者

第2回

テ ー マ

講 師

平成5年6月17日

第3の 変革期を迎える情報化

栗田昭平(評 論家,中 央大学講師)

31名

平成5年6月25日

参 加 者

第3回 平 成5年7月7日

テ ー マ

講 師

参加者

第4回

テーマ

講 師

参加者

第5回

1993-94年 版システム監査 白書の要

点

鳥居壮行(当 協会情報セキュリティ

対策室主任研究員)

深田純夫(船 橋市役所企画部電子計

算課主幹)

97名

ソフトウェアの適正な取引を目指し

て一産業構造審議会情報産業部会報

告

岸 博幸(通 商産業省機械情報産業

局電子政策課長補佐)

85名

平成5年9月21日

人工知能技術の展望

古川康一(慶 雁義塾大学環境情報学

部教授)

97名

平成5年9月30日

テ ー マ ヒ ュ ーマ ン ・セ ン タ ー ド ・シス テ ム

ズ(HCS)

一人 間 主 体 の イ ンタ フ ェ ース ー

講 師 佐 藤 佳 弘(エ ヌ ・テ イ ・テ イ ・デ ー

タ通 信 ㈱ シ ス テ ム科 学 研 究 所 主 任 研

究 員)

参 加 者24名

第6回 平 成5年10月21日

テ ー マ 情 報 シス テ ム部 門 の 将 来 一米 国 に

お け る 最新 動 向 一

講 師PeterA.Cunninghum(INPUT)

参 加 者48名

第7回 平 成5年12月10日

テ ー マ

講 師

参 加 者

第8回 平 成6年2月1日

テ ー マ

講 師

参 加 者

第9回

テ ー マ

講 師

参加者

OECDの 情報システムセキュリティ

ガイ ドライン

岸本道弘(通 商産業省機械情報産業

局情報処理振興課長補佐)

山鳥雄嗣(当 協会調査部長)

56名

(a噺情報化人材とカリキ ュラム

(b)新情報化人材に基づ く情報処理技

術者試験の改訂について

(a)山本欣子(当 協会顧問)

(b)榎本 晃(当 協会情報処理技術者

試験センター技術部次長心得)

100名

平成6年3月18日

ペーパーレス化 ,電 子化に伴 う会計

帳簿の取扱いと課題

松尾 明(中 央監査法人代表社員)

80名一



● ● ● 開発 研 究 室 ● ● ●

ビ ジ ュ アル イ ン タ フ ェー ス の研 究 開 発

パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タ の性 能 の 飛躍 的 向 上
,

Everywhereコ ン ピ ュ 一一テ ィ ング な ど に み られ る

利 用 者 層 の大 幅 な 拡 大 な どに よ り,新 しい ビジ ュ

アル イ ン タ フ ェ ー スに 対 す る期 待 が 高 ま って きて

い ます 。

ビ ジ ュ アル イ ン タフ ェー スは ,従 来 の 論理 記 号

を 中 心 と した イ ンタ フ ェー スに 代 わ って ,ア イ コ

ン,イ メ ー ジ,ア ニ メ ー シ ョン とい った人 間 が よ

り理 解 し易 い ビジ ュ アル な表 現 を用 いな が ら,コ

ン ピ ュ ー タ と 相 互 作 業(Human-Computer

Interaction)を 行 お うとす る もの です 。 視 覚 が 最

も多 くの情 報 を 扱 う こ とが で き る こ とを 考 え る

と,こ れ は 自然 な 発 展 と考 え られ ます 。

こ う した イ ン タ フ ェ ー ス を 用 い た 例 と して ,

デ ー タの 視 覚 化 操作(DataVisualization),ソ フ

トウ ェ アの 視 覚 化操 作(SoftwareVisualization) ,

視 覚化 プ ログ ラ ミング(VisualPrograming),仮

想 現実 感(VirtualReality)な ど様 々 な も の が 提

案 され て い ます 。

ビジ ュ アル イ ン タ フ ェ ース に対 して は 高 い 要 求

が あ ります が,実 用 化 に 向け ては,表 現方 式,シ

ス テ ムの構 成 方 法,メ デ ィア の利 用 方 法 な ど検 討

す べ き多 くの 問題 を含 ん でい ます。 そ こで,平 成

'5年 度 よ り2年 計 画 で
,ビ ジ ュア ル イ ンタ フ ェ ー

ス の研 究 開 発 を 行 うこ と と しま した。

初 年 度 で あ る今年 度 は,3次 元 グ ラ フ ィ ックス

と ア ニ メー シ ョンを用 い た新 しい イ ン タ フ ェー ス

の構 成 方 法,実 現 技 術,効 果 な どに つ い て研 究 を

進 め ま した 。 具 体 酌 に は,Xウ イ ン ドウの3次 元

グ ラ フ ィ ヅクス 拡 張 で あ るPEXを 用 い て デ ー タ

の3次 元 操 作 プ ロ トタイ プ シ ス テ ム を構 築 し ,テ

ス トを試 み ま した 。

また,大 学,メ ー カー,ユ ーザ ー企 業 に お け る

専 門 家 か らな る 「ビ ジ ュアル イ ン タ フ ェ ース に 関

す る調査 研 究 ワー キ ング グル ー プ(主 査 田 中二

郎 筑 波 大 学 電 子 ・情 報 工学 系 助 教 授)」 を結 成

し,ワ ー ク スペ ース の視 覚化,デ ー タ の視 覚 化 ,

視 覚 化 プ ログ ラ ミン グな どの技 術 動 向,ビ ジ ュ ア

ル イ ン タ フ ェー ス の 開発 事 例 調 査
,新 しい イ ンタ

フ ェー ス の技 術 的 な課 題 等 に つ い て 検 討 を進 め ま

した。

これ ら の成 果 に つ い て は ,「 ビ ジ ュ ア ル イ ン タ

フ ェー スの 研 究 開 発 中 間報 告 書 」 と して と りま と

め ま した 。

● ● 情報セキュリティ対策室 ● ●

1.セ キュリティ対策に関する調査研究

情報システムの複雑化 ・高度化,ネ ットワーク

拡大化が進展 し,OA化 の進展 もめざましく,事

故 ・災害等が発生 した場合の影響が与える範囲は

広が りつつあ ります。このような客観的情勢を背

景に,セ キュリティ対策は情報化社会のインフラ

ス トラクチャとして位置づけられるようになって

きています。

しか しわが国では,諸 外国に比べ,セ キュリ

ティ対策に対する関心がなお高いとは言えない状 ご

況にあ ります。

このため,平 成5年 度はセキュリティ対策のあ

り方について,特 にセキュリティ産業の育成にお

いて重要なアクセスコントロール分野について調

査研究を行いました。

また,急 増するコンピュータウイルス問題につ

いて,被 害に対応すべ く法的対応を検討してきま

した。

6年 度はファシリティマネジメントサービスに

さ
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お け る セ キ ュ リテ ィ対 策 お よび コ ン ピ ュー タ ウ イ

ル ス 問題 に関 す る調 査 研 究 を 行 う予 定 で す。

2,シ ステム監査の普及啓蒙活動

わが国では,シ ステム監査の普及率が未だに低

く,情 報化社会の安定化のためには早急な普及定

着が望まれます。 このような観点から,平 成5年

度はシステム監査の概要をまとめた小冊子を作成

・配布 しました。また,シ ステム監査企業台帳の

閲覧や,登 録企業のとりまとめ ・配布等の普及啓

蒙活動を行いました。

平成6年 度はシステム監査の動向を調査 し,問

題点を把握するなど,引 き続 きシステム監査の普

及促進および普及啓蒙活動を行います。

3.情 報セキュリテ ィに関する調査

平成5年 度はわが国における情報セキュリティ

の現状および問題点を把握するため,情 報 システ

ム部門を対象 としたアンケー ト調査を実施 しまし

た。

(調査項目)

・情報システム資産

・コンピュータシステムの安全対策

・情報保管

・システム障害等

・コンピュータ犯罪

・暗号等

・外注管理

・システム監査

● ● ● 調 査 部 ●● ●

1.情 報 化 に関 す る海 外 向 け 広 報

わ が 国 の情 報 化 の 実 情 を 海 外 に 広報 す る ため,

英文 誌rJIPDECInformatizationQuarterly」 を年

4回 発行し,海 外の政府機関,情 報処理関連企

業,在 日外国大使館等に送付 しています。平成5

年度は以下のテーマを取 り上げ,発 行 しました。

(M94,95に ついては既刊号で紹介済みのため,

内容は割愛 します。)

M94:日 本におけるニューメディア分野の先端

技術

Nd95:日 本における情報化関連施策

M96:家 庭生活の情報化

・総論

・実例紹介

(1)簡易端末

(2)トランザクション型利用

(3)娯楽分野における利用

Nd97:特 許情報システム

・工業所有権制度

・特許庁におけるコンピュータ化の歴史

・ペーパーレスシステム

・特許庁における特許情報サービス

・機械化と特許情報に関する国際協力の

現状

2.日 独 情報 技 術 フ ォー ラ ム の 開催

第8回 目独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ムを 以下 の とお り

開催 しま した。

期 間:平 成5年5月3日 ～6日

場 所:ワ イ マ ール ・ヒル トゾホ テ ル

(ド イ ツ連 邦 共 和 国)

概 要:ワ イ マ ール 市 長,両 国 政 府 代表 な らび に

議 長 の挨 拶

基 調 講演IDr.LotharSpaeth

(Jenoptik)

IProf,DieterSchuett

(Siemens)

凪 渕 一 博,(東 京 大 学)



3分 科 会 ニ ュー メ デ ィア ,コ ン ピ ュ ーー

タ,半 導 体 に お け る発表 と意

見 交 換

参 加 者:日 本 側50名,ド イ ツ側85名

合 計135名

第9回 フ ォー ラ ム は,平 成6年11月8日 ～11日

に大 分 県 の別 府 湾 ロイ ヤル ホ テ ル で 開催 す る予 定

です 。

3.行 政情報システムに関する調査研究

産業振興に伴 う経済社会の発展と国民生活の充

実のためには,情 報基盤の整備が不可欠であると

の認識が内外で高まりを見せ ,米 国においては新

政権下でNII(全 米情報インフラ整備)構 想が推

進されています。

わが国においても同様の目的意識から,新 社会

資本としての情報基盤の整備 ・強化が政府公共投

資の重点施策に掲げられ,産 業構造審議会情報産

業部会(平 成5年6月)や 経済改革研究会(平 岩

レポート,同12月)の 提言でも,そ の重要性が指

摘されたところです。

社会 ・公共分野の情報基盤整備のためには ,と

りわけ,そ の中枢である行政の情報化を推進する

ことが急務であ り,こ の点についても行政情報化

懇談会(平 成5年7月)等 で報告がなされ ,政 府

として行政の情報化を中期的な方針の1つ として

位置づけることが閣議決定(「 今後における行政

改革の推進方策について」平成6年2月15日)さ

れ,本 格的な取 り組みが始まろ うとしています。

本調査研究は,こ うした動きと並行 して,平 成

5年 度より開始したもので,わ が国行政情報化の

推進に資することを目的に,米 国の行政機関にお

ける先進的な取 り組みを調査し,わ が国の行政情

報化の展開方策を検討 したものです。その成果を

資料 「内外の行政情報化」に取 りまとめました。

次年度は,さ らに具体的な施策の展開に向けて,

行政情報に対する利用者ニーズの調査 ,分 析を行

うこととしています。

4.情 報化白書1994年 版の編集

現在,「 情報化 白書1994年 版」 の編集作業を急

ピッチで進めています。

情報化白書は,総 論と各論の2本 柱で構成 され

ています。

総論は,情 報産業に関わる人びとだけではな

く,一 般の読者にもわかる読み物として ,情 報化

の背景,現 状,課 題のなかからテーマを設定 し,

その年の情報化の トレン ドを織 りまぜながら解説

していきます。

94年版の総論テーマは,r豊 かな情報化社会の

実現に向かって一新 しい情報化人材への期待一』

です。

不況が深刻化,長 期化 し,ま た情報化の潮流が

変化するなかで,わ が国の情報産業は構造的問題

カミ顕在化 し,そ の構造改革が緊急の課題 となって

います。こうした環境の変化に対応 し,よ り高度

な情報化を推進するために,そ の担い手となる新

しい情報化人材が求められています。

94年版の総論では ,こ の点に着眼 し,産 業構造

審議会情報化人材対策小委員会で類型化された新

情報化人材から高齢者,障 害者に至るまで,あ ら二

ゆる人びとを情報化人材としてとらえ,あ るべき

人材像を考察します。また,そ うした人材を育成

するための基盤整備 として,人 材育成を支援する

情報技術,教 育のあ り方,技 術者の社会的スデー

タスの高揚等についても解説します。

各論は,「情報化編」,「情報産業編」,「環境基盤

整備編」,「国際編」および 「データ編」から構成

され,そ れぞれの項目において ,最 近1年 間で特

に話題になっているテーマおよびデータを中心に一 、

■

L－.



最新の動向をとりまとめます。

発行は,5月 下旬の予定です。

5.コ ンピュータ ・トップセ ミナーの開催

行政における情報化の支援および政策担当者の

情報化に関する理解を深める見地から,政 府各省

庁の幹部職員を対象に夏,冬 の年2回 ㈲ 日本電子

工業振興協会 と共催で実施しました。

(1)セ ミナ ーの カ リキ ュ ラム

① パ ソ コンを 使 用 した コ ン ピ ュー タ実 習

② 情報 化 を め ぐる各 分 野 の専 門 家 の 講 演

・ソ フ トウ ェ ア問 題

・情 報 ネ ッ トワー ク社 会

・コ ン ピ ュー タセ キ ュ リテ ィ

③ コ ン ピ ュ ー タ メー カの社 長 講 話

④ 先 進 的 な 情 報 シ ステ ムの 事 例 見学 お よび講 義

(2)セ ミナ ーの 実 施 状況

第1回 開 催 日:平 成5年8月25日 ～27日

参 加 者 数:20省 庁20名

第2回 開催 日:平 成6年1月26日 ～28日

参 加 者 数:18省 庁18名

この結 果,本 年 度 まで の 延 べ 修 了 者 は912人 に

上 りま した。

6.JIPDECジ ャーナルの編集 ・発行

当協会の活動状況や政府関連施策などの紹介 ・

解説を中心1こ編集 した広報誌であるfJIPDEC'

ジャーナル」を発行し,会 員,政 府各省庁,関 係

団体,公 立図書館,大 学図書館などへ配布 しまし

た。

各号の主要記事は次のとお りです。

81号(平 成5年6月 発行)

①米 ・仏 ・英の情報化を巡る最近の動き

② リアルタイムシステムのソフ トウェアの

安全性に関する調査研究

③分散グループレビューシステムのプロト

タイプ開発

82号(平 成5年9月 発行)

①標準カリキュラムの作成について

②EDIに おける法的諸問題の検討に関す

る調査研究成果発表会

③通商産業省のEDI関 連施策

83号(平 成5年12月 発行)

①情報化月間

②産業情報化シンポジウム

84号(平 成6年3月 発行)

①新試験制度の概要紹介

②大規模知識ベースの構築と共有に関する

③国際会議1993(KB&KS'93)

7.講 演 ・セ ミナー

(1)EDIに おける法的諸問題の検討に関する調査研

究成果発表会一電子取引条項作成のポイソ トー

平成5年7月8日,9日 の2日 間にわた り,東

京千駄 ヶ谷の日本青年館で開催 しました。参加者

は,220名 に上 り,調 査研究委員会の委員を中心

とする講師から詳細な報告がありました。 さらに

参加者と講師との活発な質疑応答もあり,こ の問

題に対する関心の高さを窺わせる発表会とな りま

した。

(2)標準カリキュラム(マイコン応用システム関連)

説明会一標準カリキュラムと情報処理技術者試験

における取扱い一

平成6年3月9日,10日 の2H間 にわた り,東

京芝の機械振興会館B2ホ ・・v－ルで開催 しました。

参加者は61名 で,新 情報化人材育成標準カリキュ

ラムの全体像,マ イコン関連の標準カリキュラム一
▲



の解説,新 試験での取扱等について関係の講師か

ら説明がありました。

新たに標準カリキュラム(第 一種共通,第 二種

共通)に マイコン関連の科 目が加わることもあ

り,関 連する質問が多数出されました。

8.協 会成果物の配布 ・頒布

当協会が実施している各種事業の成果を取 りま

とめた報告書や資料を一般に周知するとともに,

要望に応 じて配布 ・頒布を行いました。

また,新 規の出版物 として,「新情報処理技術

調査研究報告書一 リアル ワール ドコンピューティ

ングの実現に向けて一」を発行しました。

9.資 料室の運営 ・整備

当協会が収集 した各種資料や協会の成果物等を

整備 し,事 業活動の便に供 しました。なお,協 会

の事業成果物については,一 般から入手の希望が

多 く寄せられているため配布 ・頒布のほかに閲覧

・貸出を通 じて一般からの利用の要望に応えまし

た。

● マイコンシステム技術者試験部 ●

◇試 験 日:平 成5年11月21日(日)

◇試 験 地:札 幌,仙 台,東 京,横 浜,静 岡,

名 古 屋,大 阪,広 島,福 岡

◇ 試 験 の区 分:初 級,中 級

◇ 応 募 者 数 等:

初 級 中 級 合 計

応募者 5,925名 1,582名 7,507名

受験者 4,331名 1,132名 5,463名

合格者 1,157名

(27)

215名

(2)

1,372名

(29)

合格率 26.7% 19.0% 25.1%

()内 は女性 の人数(内 数)

◇ 合 格 者 の平 均 年 令:

初 級25.9才,中 級28.4才

◇ 合 格 発 表 日:

初級 平 成6年1月17日

中級 平 成6年2月15日

本 年 度 ま で の合 格 者 累 計 は 初級13,062名(う ち

女性204名),中 級1,262名(う ち女 性9名)で す 。

|

平成5年 度マイクロコンピュータ応用システム開

発技術者試験結果

平成5年 度試験(初 級,中 級)を 以下のとおり

実施 しました。



1.応 募 者 数,受 験者 数,

マイ ク ロコン ピュー タ応 用 システ ム開発技 術者試 験統 計表

合格者数,合 格率の推移

回

数
鞭

初 級 中 級 合 計

㈱ 撒 合格者数 合格率 ㈱ = 合格者数 合格率 ㈱ ㈱ 合格者数 合格率

第
-

回

耽

眠

人
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人
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人
Lη9
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49.o
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一
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一

人
一
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%
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2.試 験 地 別

亘
2.試 験 地 別

(平成5年度 ・初級) (平成5年 度・中級)
、`

蹴 蹴 鮒 合格者 合格率 蹴 鵬 蹴 合格者 合格率

札 幌 189人 139人 別人 24590 札 幌 21人 17人 5人
、

29.40。

仙 台 36 η 1 &7
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3.年 齢
(平成5年度 ・初級)

3.年 齢
(平成5年 度 ・中級)

曝 彌 合格者 蹴 鋸 合格者

平均 年齢 23.7才 23.4才 25.9才 平 均 28,9才 28.7才 28,4才

最 年 少 15才 15才 16才 最 年 少 18才 18才 20才

最 年 長 60才 60才 51才 最 年 長 67才 67才 46才

(年令は平成5年4月1日 現在)

4.勤 務 先 別

(平成5年度 ・初級)

(年令は平成5年4月1日 現在)

4.勤 務 先 別

(平成5年 度 ・中級)

勤 務 先 蹴 購 合格者 合格率 勤 務 先 蹴 購 合格者 合格率

ω 電賭 ・』博螂 源売企業 784人 571人 236人 4L3% (D故 宮判律旋用鰍 ま 319人 234人 52人 2L2%

(2)シ ステムハウス 斑 198 71 35.9 ② システムハウス 182 137 28 20.4

③ 劫トロニクス関連企業 442 脳 Il6 347 〔3}肋 トロニ以関連企業 176 121 幻 鳳0

〔4}情 報処理サ」甑企業等 餅 421 138 32L8 ω 情報処理サー獣企業等 蹴 187 24 12」8

(5}Uト{4以 外の製造業 808 晒 249 4L2 ⑤(1ト{4以 外の製造業 即 勿 56 24.7

(6}(1ト{5以 外の企業 鵬 聡 111 34.4 {6}(1ト{5以 外の企業 193 135 18 13.3

(7}官 公 庁 li 8 1 125 (7)官 公 庁 5 3 1 3&3

(8}学 校 ・研究機関 61 42 22 524 ⑧ 学校・研究犠関 訂 29 3 1α3

⑨ 学生 ・生徒 2273 1,769 1肪 11.0 {9}学 生 ・生徒 57 ⑫ 8 1息0

側 不 明 86 60 18 30.0 oo不 明 ⑳ 己7 2 1L8

合 計 5,925 4,331 1,157 26.7 合 計 1.582人 1,132人 215人 [9.0

5.従 事 している業務別
南 戎5年度 ・初級)

5.従 事 している業務別
(平成5年度 ・中級)

業 務 蹴 編 合格者 合格率 業 務 蹴 辮 合格者 合格率

研究 ・開発 2018人 L4go人 608人 4α8% 研究 ・開発 961人 699人 153人 21.9%

… 650 ⑭ 135 35.5 … 魏 161 勿 1τ4

製 造 463 蹴 103 30.8 製 造 144 go 10 lLl

保守 ・サービス lo9 84 22 2&2 保守 ・サービス 35 28 1
'
&6

営 業 60 44 12 η.3 営 業 19 15 3 20.0

調査 ・企画 17 8 2 25.0 調査 ・企画 8 7 0 一

教 育 63 42 24 5τ1 教 育 40 32 5 56

学生 ・生徒 2273 L769 …弱 lLO 学生 ・生徒 57 蛇 8 19.0

そ の 他 214 142 46 324 そ の 他 66 44 6 1&6

不 明 58 38 10 2a3 不 明 13 14 1 τ1

合 計 5.9宏 4,331 U57 267 合 計 L582 Ll鎗 215 19.0
、



6.経 験年数別 6.経 験 年 数 別

(平成5年 度 ・初級)
(平成5年 度 ・中級)

経 験 年 数 臓 購 合格者 合格率 経 験 年 数 鵬 購 合格者 合格率

経験なし 3.275人 2404人 409人 1τ096 経験なし 236人 160人 22人 138%

1年 未満 鮪 510 178 34.9 1年未満 92 70 15 2L4

1年 以上3年 未満 946 醐 243 %.7 1年 以上3年 未満 282「 214 51 23.8

3年 以上5年未満 464 認 147 43.9 3年 以上5年未満 拠 笏2 41 16.3

481 324 68 2LO
5年 以上10年未満 403 捌 141 48.0 5年 以上1〔輝未満

130 102 16 15.7
10年以上 61 47 ゐ 53.2 10年以上

不 明 89 61 14 23.0 不 明 13 10 2 20.0

合 計 5,9蕗 4,331 1,157 267 合 計 L582 Ll32 215 胞0

7.研 修 先 別 7.研 修 先 別

(平成5年度 ・初級) (平成5年 度・中級)
、|

研 修 先 蹴 彌 合格者 合格率 研 修 先 蹴 蹴 合格者 合格率

企業内教育 L610人 Ll50人 424人 36,996 企業内教育 留8人 484人 88人 18,296

学校(次 項を除く) 748 569 188 33.0 学校(次 項を除く) 169 123 28 228

専修学校 ・各種学校 2,326 Lη2 213 120 専修学校・名種 学校 198 144 16 lL1

通信教育 92 72 29 40.3 通信教育 19 16 1 6.3

o霞 ・判酬 諏雑業 57 47 21 44.9 聯援・半導酬 獺 16 12 3 25.0

各種セ ミナー 18 12 2 167
容積セ ミナー 86 防 i7 26」2

独 学 866 脳 243 43.1 独 学 455 318 74 23.3

そ の 他 72 45 13 28.9 そ の 他 18 13 1 7.7

不 明 68 47 9 1息1 不 明 u 10 2 a).0

合 計 5.舵5 4,331 L157 26L7 合 計 1,582 1,132 215 190

8.最 終学歴別 8.最 終学歴別
(平成5年 度・初級) (平成5年度 ・中級)
、1格

学 歴 蹴 端 合格者 合格率 学 歴 蹴 彌 合格者 合格率

.

端 163人 128人 91人 7Ll% 燐 臥 53人 20人 訂.7%

大 学 L983 L402 576 4L1 大学 ・旧制高校 鮪 脳 124 19.6

短 大 32 24 5 20.8
短 大 193 154 29 1&8

高 専 217 164 74 451 高 専 82 乾 13' 2LO

高 校 581 403 99 24.6 高校・旧制中学 i85 130 28 2L5

各種学校 ・専修学校 2682 2015 汐4 13.6 各種学校 ・専修学校 蹴 216 22 1砿2

その他 61 認 7 1&4 その他 5 5 1 ⑳.0

不 明 萄 汐 7 蕗.9 不 明 10 8 2 25.0

合 計 59田 4,33[ llぽ 加7 合 計 L582 Ll32 215 1息0

/」幽 ≡'悼 右帯出●射"

(最終学歴にli在1掌中も含む) (最終学歴には 在学中も含む)



9.所 有 資格 等 9.所 有資格等
(平成5年 度 ・初級) (平成5年 度 ・中級)

所 有 資 格 嘩 彌 合格者 合格率 所 有 資 格 鵬 鋸 合格者 合格率

情報処理技術者試験 特種 16人 12人 8人 66,796 情報処理技術者箇険特種 18人 9人 1人 lLl%

情報処理掬術者頷験 オンライン 9 8 7 875 情報処理技術者頷験 オンライン 18 12 5 41.7

情報処理技術者試験 第1種 鋤 243 173 7L2 情報処理技術者試験 第1種 籾 ⑳6 72 35.0

情報処理技㈱ 験 算2種 L206 857 顕 35.9 情融理技術者試験 第2種 546 386 63 16.3

技補辻 電気部門 13 6 2 33.3 技術士 電気部門 5 5 0 一

技術士 情報処理部門 3 三 0 一 技術士 情報処理部門 1 1 0 一

家庭用電子・… 術者 42 32 14 43.8 家庭用電子・電気修理伎緒 12 7 1 14.3

ll 10 4 4(LO 8 5 2 ω0

そ の 他 蜥 700 106 51 そ の 他 159 n4 12 1〔L5

小 計 2593 L869 匿 33.3 小 計 LO60 745 156 20.9

所有している資格なし 3,332 2.4〔2 535 2L7 所有している資格なし 522 脚 59 152

合 計 5,925 4331 L157 26.7 合 計 L582 Ll32 215 19.0

10.専 門技 術

(平成5年 度 ・初級)

10.専 門 技 術

(平成5年 度・中級)

専 門 技 術 嘩 購 合格者 合格率 専 門 技 術 蹴 蹴 合格者 合格率

① ノ←ドウ・了技術者 824人 600人 213人 %.5% ① 」トドウ・了技術者 314人 235人 40人 17,096

② ノトドウ・アよりの技術者 792 脳 宏 38.9 ②'ト ドウ・アよりの技術者 394 卿 55 1駄2

③ ソフトウ・アよりの技術者 768 558 252 452 ③ ソフトウ・アよ加技術者 462 315 73 23.2

④ ソフトウ・了技術者 脚 561 批 36.0 ④ ソフトウ・了技術者 鍋 203 36 巨τ7

小 計 3,271 2,303 894 38.8 小 計 L463 1,040 204 !駄6

そ の 他 2,413 L858 蹴 128 そ の 他 91 71 8 lL3

不 明 241 170 25 14.7 不 明 28 21 3 14.3

合 計 5,9昂 4,331 Ll57 2&7 合 計 L582 1,132 215 1息0

(専門技衛は 応募者自身による4段階評価に基づく。) (専門技術は 応募者自身による4段階評価に基づく。)

、



なお,本 試験は平成5年 度で9回 を数え,マ イ

クロコンピュータ応用システム開発技術者に対す

るわが国唯一の権威ある試験として関係各界から

高い評価を得ていましたが,平 成6年 度より通商

産業大臣が行 う国の情報処理技術者試験の うち

「第一種情報処理技術者試験」「第二種情報処理

技術者試験」にマイクロコンピュータ関連の科 目

が採 り入れられたことに伴い,本 試験は平成5年

度をもって廃止することとしました。

●● ● 開 発 部 ●● ●

中立的な公益法人としての立場から,官 公庁,

法人 ・団体等から委託を受けて,情 報処理 システ

ムについての各種技術支援 「コンサルテーシ ョ

ン,技 術調査1開 発研究」及び開発 ・運用支援

「システム開発,ネ ットワーク構築 ・運用,運 用

サービス」を実施 しました。平成5年 度に実施し

た主な事業は以下のとおりです。これらの事業の

多くは,平 成6年 度も継続 して実施する予定です。

①官公庁

・通産省:オ ブジェクトの登録及び管理他

・資源エネルギー庁:揮 発油販売業者管理システ

ムの機能強化他

・特許庁:ペ ーパーレスシステムの評価,意 匠シ

ステムの開発他

・総務庁:平 成2年 産業連関表作成 システムの開

発及び運用他

・その他:中 小企業庁,農 水省,東 京都,群 馬

県,埼 玉県,宮 城県

②法人 ・団体

・石油公団:備 蓄情報システムの設計 ・開発

・中小企業事業団:

中小企業CAIシ ステムの設計値

・情報処理振興事業協会(IPA):

経営情報活用支援システムの検査他

・新世代コンピュータ技術開発機構(ICOT):

ネ ヅトワーク環境の整備 ・運用他

・石油産業活性化センター(PEC)

石油情報システムの運用と改良 ・充実

・新情報処理開発機構(RWCP):

RWCネ ットワークの運用管理

・流通システム開発センター:

流通データサービスの開発運用他

・その他:日 本生産性本部,全 国予備学校協議

会,産 業研究所,日 本労働研究機構,

日本機械工業連合会

● ●Al・ ファジィ振興センター ● ●

1.人 工知能の技術と市場の動向に関する

調査研究

わが国におけるAI利 用の現状 と将来方向およ

びAI技 術の研究開発動向についての実情を的確

に把握するため,rAI動 向調査委員会」(委員長

大須賀節雄 東京大学先端科学技術センター教

授),rAI利 用専門委員会」(委員長 佐藤博樹

法政大学経営学部数授),rAI技 術専門委員会」
ト

(委員長 諏訪 基 通商産業省工業技術院電子

技術総合研究所情報科学部長)お よびrAI技 術全

体動向ワーキンググループ」(主 査古川康一 慶

臆義塾大学環境情報学部教授)を 設けて調査研究

を実施 しました。

(1)AI利 用動向

中小企業における情報化およびAIを 含めた先

端情報システムの利用実態を把握するため,中 小

企業に対する情報化およびAI利 用に関するアン

ケー ト調査を実施 しました。対象は東京,大 阪,

名古屋の中小製造業1,199社 で,138社 の回答を得一



ま した(回 収 率11.5%)。 さ らに ,実 態 分 析 の た め

にAI利 用 企 業 へ の訪 問 調 査 も実 施 し,こ れ ら の

調 査 結 果 か ら,中 小 企 業 に お け る経 営課 題 ,情 報

化,AI利 用状 況 に つ い て取 りま とめ ま した 。

また,一 般 ユ ーザ のAI利 用 状 況 につ いて も ア ン

ケ ー ト調 査 を実 施 し,4,022事 業所 を対 象 に952事

業 所 か ら回答 を得 ま した(回 収 率23 .7%)。

(2)AI技 術動向

本年度は,機 械学習について実現技術,応 用技

術について調査研究 して取 りまとめるとともに ,

知的インタフェースについては,歴 史 と全体像 ,

理論とモデル,要 素技術,応 用,内 外の研究プロ

ジェク ト,研 究事例 ,課 題について調査研究 し,

取 りまとめました。

報告書:平 成5年 度 人工知能の技術 と市場の動

向に関する調査研究報告書(05-ROO7)

2.大 規模知識ベースに関する調査研究

(「大規模知識ベースの構築と共有に関する国際

会議」の開催)」

詳細は本誌rJIPDECREPORT」 欄をご覧下さ

い。

3.Alに 関する普及啓蒙

(1)AI講 演会の開催

管理者とビジネスマンのためのAI解 説シリー

ズrAI講 演会」を次のとおり開催しました。

第1回

・期 日 平成5年5月11日(火)

・会 場 機械振興会館研修2号 室

・テーマ 意思決定支援 システムとプレゼンテ

ーション(入 門)

一パソコンソフ トの活用を中心として一

・講 師 高橋三雄(筑 波大学大学院経営シス

・参 加 者

第2回

・期 日

・会 場

・テ ー マ ①

・講 師

・テ ー マ ②

・講 師

・参 加 者

第3回

・期 日

・会 場

・テ ー マ ①

・講 師

・テ ー マ ②

・講 師

・参 加 者

第4回

・期 日

・会 場

・テ ー マ①

・講 師

・テ ー マ ②

・講 師

・参 加 者

テム科学専攻教授)

28名

平成5年6月11日(金)

当協会中央情報教育研究所第5教 室

経験に基づ く学習(入 門)

古川康一(慶 応義塾大学環境情報学

部教授)

知識獲得と発想支援(入 門)

國藤 進(北 陸先端科学技術大学院

大学情報科学研究科 助教授)

49名

平成5年7月7日(水)

当協会中央情報教育研究所第5教 室

人工生命(A-life)が もた らす新た

なパラダイム

牧野武則(東 邦大学理学部情報科学

科助教授)

実用化されるニューロコンピュータ

淺川和雄(㈱ 富士通研究所パターン

処理研究部長代理)

21名

平成5年11月9日(火)

機械振興会館研修1号 室

カオスニューラルネヅトワーク

合原一幸(東 京大学工学部計数工学

科助教授)

カオスと予測 ・制御

小室元政(西 東京科学大学理工学部

助教授)

58名

(2)公 設機関対象人工知能(AD技 術集会の開催



中小企業および地域へのAIの 普及啓蒙を図る

ため,地 域の技術振興に従事している都道府県庁

の中小企業担当課および公設試験研究機関の職員

を対象 としたAI技 術集会を2日 間にわた り開催

しました。

・期 日 平成6年2月23日(水)～24日(木)

・会 場 当協会中央情報教育研究所

〔第1日 〕2月23日(水)

a.公 設機関によるAI関 連事例研究発表

コメンテータ:新 谷虎松(名 古屋工業大学知能情

報システム学科 助教授)

1.電 子回路故障診断システムの開発

小林 豊(新 潟県工業技術センター機械

電子研究室電子科研究員)

2.ニ ューロによるスピーカインディペンデン

トな音声認識についての考察

杉山茂樹(岐 阜県金属試験場専門研究

員)

3.オ ブジェクト指向言語を用いた論理回路シ

ミュレータの開発

杉山茂樹(前 記)

4.溶 接製缶エキスパー トシステムの推論エン

ジンの開発と ドメインシェル化について

山内芳久(長 崎県工業技術センター応用

加工科専門研究員)

5.熱 交換器の設計知識べ一一ス開発

永田良人(長 崎県工業技術センター電子

科長)

6.標 準抵抗器校正用計測器の選択システム

猪野欽也(東 京都立工業技術センター
'計 測制御部主任研究員)

b.特 別講義 「知識情報処理における高速推論処

理技術について」

講師、新谷虎松(前 掲)

c.情 報交流 ・意見交換 「公設機関の業務におけ

るAIの 取組みについて」(問 題点と成功

例)

〔第2日 〕2月24日(木)

講 習 新 しい タ イ プ のAI対 応CASEツ ー ル

(CASEHOLON)を 中 心 と した講 習

講 師 日本 電 気㈱

1.オ ープ ン化 に おけ る情 報 活 用 系 シス テ ム構

築 環 境CASEHOLON

2.分 類 選 択 型 問 題 向け 支 援 ツー ル

CASE-HOLON/DT

3.計 画 ・ス ケ ー ジ ュ リング 問題 向け 開 発 支援

ツ ールVlanbox/SCHお よび配 車 計 画 向 け

シ ェルVlanbox/配 車 計 画

参 加 者 公 設 試 験研 究機 関職 員20名 。

(3)rAI白 書」の発行

わが国におけるAIの 実情を紹介するrAI白 書

1994」一人工知能の技術と利用一を発行しました。

なお,本 書は 「平成5年 度 人工知能の技術と

市場の動向に関する調査研究報告書」(前 掲)を

主体にAI関 連主要活動等を加えて編集しました。

(4)'広 報 誌rAI・ フ ァジ ィ トレ ン ド」 の 発 行

AI・ フ ァジ ィ技術 の正 しい理 解 と利 用 の 普 及

を 図 るた め 広 報 誌rAI・ フ ァジ ィ トレン ド」を

発 行 し,関 係 先 に 配 布 しま した 。

主 な 内 容 は次 の とお りです 。

M1「 人 工 知能 の技 術 と市 場 の動 向」

「日本 に お け る漢 方 医 学情 報 シス テ ム」

「地 震 予 知 と フ ァジ ィ」 他

Nd2r音 声認 識 ・理 解 シス テ ム化 技 術 」

「コン ク リー トひび 割 れ診 断 エ キ スパ ー ト

シ ス テ ム」 他

Nd3「 知 的 イ ンタ ー フ ェー ス技 術 の動 向」一
」凶



「フ ァジ ィエ キ ス パ ー トシ ス テ ム」

「煮 繭 工 程 基 本 エ キ スパ ー トシス テ ム」 他

M4「 わ が 国 に おけ るAI利 用 の 現状 」,

「BPR(ビ ジネ ス ・プ ロセ ス ・リエ ン ジ

ニ ア リン グ)と エ キ ス パ ー トシ ス テ ム」

他

4.フ ァジィ技術の普及啓蒙

ファジィ技術に関する普及啓蒙事業の実施に当

り,「ファジィ技術の普及啓蒙委員会」(委員長

大里有生 長岡技術科学大学工学部教授)を 設置

し,以 下の事業を実施 しました。

(1)

・主 題

・期 日

・会 場

・参 加 者

ファジィ技術に関する講演会の開催

・プログラム

「ファジィとAI」

片井 修(京 都大学工学部助教授)

「ファジィ連想推論について」

山口 亨(宇 都宮大学工学部助教授)

「自然言語対話処理におけるファジィ技術」

田野俊一(技 術研究組合国際ファジィ

工学研究所主任研究員)

応用事例:「 ファジィエキスパー トシステムとバ

ーチャルリアリティ」

今村佳世(松 下電工㈱)

知 識 処 理 に お け る フ ァ ジ ィ技 術

平 成5年11月18日(木)

お茶 の水 ス ク ウエ アC館

50名

テ ーマ お よび講 師

(2)フ ァジ ィ技 術 に 関 す る小冊 子 の作 成

フ ァジ ィ技 術 の 正 し い理 解 と普 及 の た め フ ァ

ジ ィ技 術 に 関 す る小 冊 子 「フ ァ ジ ィ21の ト レ ン

ド」(A5判26頁)を 作 成 し ま した。

(3)フ ァジ ィに関 す る文 献 デ ー タベ ー ス の整 備

フ ァジ ィに 関 す る 文 献 の 急 激 な 増 加 に 伴 い
,

フ ァジ ィ理 論 とそ の 応 用 に 関 す る文 献 の網 羅 的 な

収 集 と と もに,デ ー タベ ー ス を構 築 す るた め,日

本 フ ァ ジ ィ学 会 を は じめ 関連 学 会 の論 文 集 ・学 会

誌 等 か ら フ ァ ジ ィ文 献 を収 集 ・選 択 して 構 築 した

「フ ァ ジ ィに関 す る文 献 デ ー タベ ース」 の整 備 を

行 い ま した 。

● ● 中央情報教育研究所 ●●

1.高 度情報化人材育成のための標準カ リキュラ

ムの作成

通商産業省の産業構造審議会情報産業部会情報

化人材対策小委員会(以 下 「産構審」 という)

は,平 成4年12月 の中間報告および同5年5月 の

最終報告において,今 後求められる新 しい情報化

人材の類型とその円滑な育成に向けた標準カ リ

キュラムの体系を発表 しました。

当研究所はこれを受け,産 業界や学校教育機関

の実務家,専 門家の協力を得て 「情報化人材育成

標準カリキュラム委員会」(委 員長 影山衛司当

協会会長)の もとに各 カリキュラム部会を設置

し,体 系に沿 ったカ リキュラム内容の検討を行

い,本 年1月,17種 からなる標準カ リキュラムを

作成 しました。

標準カリキュラムは,情 報処理機器 ・技術の進 『

展を考慮し,現 在から5年 先程度を見越した人材

の育成を目標 としたものとなってお り,17種 の構

成は,専 門分野に特化 した高度な専門技術 ・知識

を備えた技術者を育成するための 「高度情報処理

技術者育成カリキュラム」13種,お よび将来プロ

フェショナルな情報処理技術者を目指そ うとする

人達が入門後1～5年 程度の間に修得 して欲しい

基礎的な知識や応用能力を取 りまとめた 「共通 力



リキ ュ ラ ム」2種,な ら びに 情 報 シ ス テ ムの 利 用

者 側 で 情 報 化 を 推 進 す る 人 材 を 育 成 す るた め の

「シ ス テ ム ア ド ミニ ス ト レー タ育 成 カ リキ ュ ラ

ム」2種 とな っ てい ます 。

2.高 度情報処理技術者育成のための 「モデルテ

キス ト」の開発

産構審の答申では前記の標準カリキュラムの作

成に併せて今後の教育機関における教育のあり方

や本カリキュラムに準拠 した情報処理試験制度の

あり方等についても言及してお り,な かでも標準

カリキュラムの作成から教育の実施およびその評

価にいたる 「教育 と評価の一貫性」を明確に掲げ

ています。

そこで,当 研究所では教育の実施に当たっての

具体的な教材 となるモデルテキス トの作成に着手

し,現 在,平 成6年 秋に実施される新しい情報処

理技術者試験の試験区分に該当する 「システムア

ナリス ト」,「システム監査技術者」,「アプリケー

ションエンジニア」,「ネ ットワークスペシャリス

ト」,「第二種情報処理技術者」,および 「システム

ア ドミニス トレータ」の育成のための6種 のモデ

ルテキストの作成を進めてお り,本 年3月 末ない

し4月 には発表する予定です。

なお,残 る11種類の 「標準カリキュラム」に該

当する 「モデルテキス ト」についても今後,順 次

作成することとしています。

3.遠 隔教育システムの高度化に関する調査研究

地域における情報処理人材の円滑な育成を図る

ためには,地 域格差のない均質な教育内容 と受講

機会の拡大を図ることが重要です。

一方 ,遠 隔教育の手段である通信ネ ットワーク

は,衛 星通信やISDN技 術の飛躍的な進展が見ら

れるほか,新 しい情報機器やソフ トウェアの発展

「

によってこれらを組み合わせることにより,遠 隔

地にいても質の高い教育を受ける機会が大幅に高

まっています。

本年度は新 しい情報機器,通 信機能,ソ フ ト

ウェアと教育内容を組み合わせた遠隔教育システ

ム実験を行い,そ の実現性についての実験を行い

ました。

まず,衛 星を用いた実験では,講 義形式の実験

に加え,放 送型の実験を行いました。講義形式の

実験では全国3箇 所の会場を双方向でネ ットワー

ク化して,講 義形式の実験を行い,そ の効果測定

を行った。放送型の実験では全国8箇 所をネット

ワーク化 して時機のテーマである 「標準カリキュ

ラムと情報処理技術者試験」について放送型で行

いましたが,効 果を高めるためFAXを 用いて受

講者の意見の聴取も併せて行いました。

ISDNを 用いた実験では,前 年度がテ レビ会議

システムの応用であったのに対 して,今 年度は

ワークステーシ ョンを用い音声,静 止画,文 字,

映像を組合せたマルチメディア対応の実験 を行

い,学 習効果の高さを確認しました。

4.情 報処理教育実態調査

わが国の情報処理教育の現状や課題を経年的に

把握 し,施 策検討等に資するため,本 年度も引き

続き 「情報処理教育実態調査委員会」(委 員長:

一橋大学商学部教授 宮川公男)を 設置 し,企 業

および教育機関へのアンケー トならびに資料調査

等 を行い ました(発 送数:企 業2,732件,学 校

848件 回収率:企 業18%,学 校42%)。

本年度は固定的テーマに加え,産 学連携の実施

状況については企業,学 校の双方に,ま た技術者

のランク区分については企業に,さ らに情報処理

技術者のモチベーションに関しては企業の情報処

理技術者個人に対 して行いました。一



産 学 連 携 で は,専 門学 校 に おけ る企 業 か らの教

員 の受 け 入れ と企 業 へ の教 員 の 派 遣 や 実 務研 修 の

た め の留 学 が 多 数 で した 。

ま た,技 術 者 の ラ ン ク区 分 に つ い て は,技 術 者

の平 均 経 験 年 数 を 紹 介 す る と シ ス テ ム ア ナ リス

ト,シ ス テ ム監査,プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャが1

2～14年 で 最 も経 験 年 数 が 高 く,次 い で ア プ リ

ケー シ ョンエ ンジ ニ ア,プ ロダ ク シ ョンエ ンジ ニ

ア,テ クニ カ ル ス ペ シ ャ リス ト,シ ス テ ム運 用 管

理 エ ンジ ニ アが8～10年,デ ベ ロ ップ メ ン トエ ン

ジ ニ ア,第 一 種 が6～9年,第 二 種 が4年 等 と

な って お り,総 じて経 験 年 数 の高 さが 結 果 に表 れ

て い ます 。

さ らに,情 報 処 理 技 術 者 の モチ ベ ー シ ョン調 査

の うち,仕 事 に対 す る責 任 感 に 関 す る設 問 で 「自

分 の仕 事 に対 してか な りの 責任 感 を持 って い る」

に対 して,「 賛 成 」 と 「強 く賛 成 」 を合 わ せ て み る

と,ソ フ ト業 が59%,ソ フ ト業 以 外 が60%と な っ

て お り,仕 事 に 対 してか な り責 任 感 を 持 って い る

と思 って い る人 が多 い こ とが 分 か ります。 な お ,

モ チ ベ ー シ ョ ン調 査 につ いて は 日米等 の比 較 も実

施 して い ます 。

● 情報処理技術者試験センター ●

平成5年 度秋期情報処理技術者試験の合格者につ

いて

平成5年10月17日(日)に 実施した秋期情報処

理技術者試験の うち,第2種 の合格者を12月7日

に発表 し,シ ステム監査,特 種,オ ンラインの合

格者を1月27日 に発表 しました。試験区分別の合

格者等は以下のとお りです。



①合格者数等

シス テ ム 監査 特 種 オ ン ラ イ ン 第2種

応募者数(人) 11,900 31,685 45,483 211,473

受験者数(人) 6,154 15,592 21,952 137,126

合格者数(人) 358 738 874 21,091

合格率(%) 5.8 4.7 4.0 15.4

累計合格者数(人) 3,087 14,114 5,648 351,551

② 合 格 者 平 均 年齢

シ ス テ ム監 査35.6歳

特 種31.3歳

オ ン ライ ン28.7歳

第2種22.8歳

③女性合格者数

システム監査16人

特種56人

オンライン43人

第2種4,020人
昴 乙 ¶里

合 格 者 数

試験地名

合 格 者 数
試験地名 システム監

査

特 殊 オンライン 第2種
システム監

査

特 殊 オンライン 第2種

0 8 11 236
札 幌 3 9 10 499 金 沢

0 4 4 109
帯 広 0 0 0 19 福 井

1 1 7 108
旭 川 0 0 1 34 四日市

5 17 30 469
青 森 0 1 0 95 京 都

35 89 70 1,981
盛 岡 2 1 0 78 大 阪

9 28 28 504
仙 台 2 3 13 404 神 戸

姫 路 2 3 4 131
秋 田 1 0 3 72

和歌山 1 3 2 71
山 形 0 0 3 66

1 3 0 96
郡 山 0 1 2 74 米 子

4 9 3 263
水 戸 3 4 10 306 岡 山

広 島 8 13 25 610
宇都宮 2 3 7 253

山 口 1 2 4 115
前 橋 1 3 11 282

福 山 0 1 2 80

埼 玉 0 0 0 643

高 松 0 3 3 104
千 葉 0 0 0 960

徳 島 0 1 1 62

東 京 230 446 499 4,283

松 山 1 2 2 137
八王子 0 0 0 616

高 知 0 0 3 64
川 崎 0 0 0 538

福 岡 7 15 12 521

横 浜 0 0 0 1,837

北九州 1 7 7 209
厚 木 0 0 0 516

佐 賀 0 1 2 69
長 岡 2 1 1 84

長 崎 0 0 0 127
新 潟 0 3 10 420

熊 本 1 4 2 176
長 野 5 5 6 170

大 分 0 5 1 158
甲 府 0 1 8 69

宮 崎 0 0 0 66
静 岡 4 5 10 362

鹿児島 1 0 1 91
岐 阜 2 5 8 146

那 覇 0 0 3 71
名古屋 18 24 26 L199

全 国 358 738 874 21,091
豊 橋 1 2 8 241

富 山 4 2 11 197 .一



(5)勤 務先別構成一
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● ● 産業情報化推進センター ● ●

産業情報化推進センターでは,産 業界における

情報化の健全な発展 と普及啓蒙を図るため,各 業

界との連携を図 りつつ,各 種の課題に取 り組んで

います。

平成5年 度は,以 下にご紹介するような活動を

行いました。

1.ビ ジ ネス プ ロ トコ ル に 関 す る検 討

(1)業 際EDIパ イ ロ ヅ トモ デ ル の調 査 ・研 究 ・開

発

本 事 業 は,業 際EDIの 具 体 的 な モデ ル お よび シ

ス テ ムの 構 築,デ ー タ交換 実 験 とそ の評 価 を 行 っ

て今 後 の業 際EDIの 構 築 に資 す る も の です 。

本 年 度 は,昨 年 度 に 引 き続 き業 際EDIを 対 象 に,

よ り一 般 的 な モ デル の構 築 へ 向け て 運 用 実験 対 象

業 務 の 拡 大 と実 験 参 加 企 業 の 拡 大 を 図 る こ と と

し,具 体 的 な 実 験 を 実 施 して い ます 。

(2)中 小 企 業 物 流EDIパ イ ロ ッ トモ デ ル の調 査 研

究 開発

本 事 業 は,前 述(1)を 補 完 す る も ので す 。(1)が 主

と して 大 手 企 業 向 け で あ るの に対 し,本 事 業 で は

パ ー ソナ ル コ ン ピ ュ ー タ で,(1)と 同 一 の 業 際

EDI機 能 を 実 現 し よ う とす る もの で,具 体 的 な モ

デ ル を 検討 して い ます 。

(3)EDIネ ッ トワー ク の調 査 研 究

近 年 で は,製 造 各 業 界 で はCIIシ ン タ ッ ク ス

ル ール を ベ ー ス と した 標 準 メ ヅセ ー ジを 開 発 して

お り,こ の た め,CIIシ ン タ ヅ クス ル ー ル の た め

のEDIネ ヅ トワー クを 整 備 す る必要 が あ ります 。

このEDIネ ッ トワー クの サ ー ビ ス を 「CII-EDI

サ ー ビス」 と呼 び,そ の運 用 ガ イ ドライ ンを ま と

あ,引 き続 きユ ー ザ 向 け の ガ イ ドを 取 りま とめ て

い ます 。

2.ユ ー ザ シ ス テ ムの 高 度 化 に 関 す る検 討

(1)EDI向 け 「新 手 順 」 の 開発

OSIの1つ の プ ロフ ィル で あ るFTAMを ベ ー

ス と した フ ァイル 転 送 ツ ール,rF手 順 」 を 導 入

してEDIシ ス テ ム の開 発 を す る際 に考 え られ る疑

問 点 な どをrQ&A」 の よ うな 形 で ま とめ る こ と

と して お り,現 在 そ の作 業 中 です 。 また,パ ソ コ

ンの ボ ー ド ・メ ー カや ソ フ トウ ェア ・ベ ン ダな ど

を 対象 に したF手 順 の 仕 様 概 要 を 紹 介 す る セ ミ

ナ ーを12月 に行 い ま した 。

さ らに,P-edi(MHSベ ースEDI)及 び トラ ン

ザ クシ ョン処 理 「OSITP」 に つ い て,導 入 利 用 ガ

イ ドを取 りま とめ るた め に検 討 して い ます 。

(2)OSI利 用 促 進

OSIに 関 連 した セ ミナ ー と して,財 団法 人情 報

処 理 相 互 運 用 技 術協 会 主 催 のrOSIシ ステ ム構 築

セ ミナ ー」 を 協 賛 す る と と もに,F手 順 製 品 の デ

モ ンス トレー シ ョン を行 い ます 。 ・

3.産 業界のシステム化制度問題の調査研究

(1)EDI法 的問題に関する調査研究

産業界のEDI化 への進展に対応 した環境整備を

行 うために法制面から検討 し,円 滑なEDI化 の推

進を図る必要があ ります。本年度は,こ れまでの

研究成果を踏まえて,さ らに広範 な視点か ら

EDIの 法的側面について検討を加えることとして

います。

特に国際的な動向を把握 した上で,EDIの 法的

問題の重要な論点について詳細に検討を行なうこ

ととしています。また,こ の度 「商取引に係る帳

票等のペーパーレス化について」(中 間報告)を

取 りまとめました。

(2)情 報ネ ッFワ ークサービス事業実態調査

産業界のネ ットワーク構築の重要なキ7と なる

情報ネットワークサービス事業者の実態につい一



て,ユ ーザ の立 場 か らサ ー ビス利 用 に 際 して の 運

用 基 準,利 用 約 款 等 の 分 析 と と も に情 報 ネ ッ ト

ワー クサ ー ビス の機 能 の実 態 を 把 握 す るた め の ア

ンケ ー ト調 査 を 実 施 しま した 。 現 在,ア ンケ ー ト

集 計 結 果 に つ い て の 分 析 ・評 価 中 です 。

査研究を行 っています。

4.産 業界のシステム化調査および構築支援

産業界におけるEDI及 び情報ネットワーク化の

動向調査の一環 として,地 域商店街,商 業集積に

おける流通情報ネットワーク化の現状と課題につ

いて調査成果を とりまとめました。また,特 定の

業界を選択 して長期的な視野に立った情報ネット

ワーク化の方向,シ ステム構築上の問題点等を中

立的な立場から検討し,技 術 コンサルティングを

含め,具 体的システム構築を支援することとして

います。その中で,機 械工具業界における本格的

なオープンネットワーク化を支援するために,機

工VANシ ステムを業界全体として普及 させ るた

めの手引き書として 「メーカー ・卸商のための機

工VAN導 入の手引き」を取 りまとめました。

5.ED1の 普及促進

わが国のEDIの 普及 ・啓蒙,業 種横断的な共通

課題の検討および関係者の情報交換の場 として,

44(平 成6年1月 現在)の 業界団体および関係4

省庁(オ ブザーバ)で 組織す るrEDI推 進協議

会」の事務局を担当してお ります。その一環とし

て,平 成6年2月8日,大 阪のINSフ 。ラザにおき

まして,近 畿ニューメディア推進協議会との共催

で,EDIの 普及研修会を開催 しました。また,現

在,EDI導 入の先進業界が,そ れぞれの立場か

らEDIの 現状 と課題等について報告を行い,相 互

に情報交換を行 うフォーラム(平 成6年3月10日

(木))を 実施す ることとしています。

さらに,EDI普 及促進に係る諸課題について調一



一〇SIに係る組織及び国内標準の登録状況について一

1.組 織の登録

(1}一 般組織 平成5年12月7日 以降 登録 された組織 は以下の2社 です。

(平成6年3月16日 現在)

組 織 名 称 組織登録番号 打ジェ外識別子構成要素値 区分

株式会社 ダイエ ー情報 システム 100031 200031

株式会社 セゾン情報 システムズ 100032 200032

(2)国 の機関

平成5年12月7日 以降新 たな登録はあ りません。

2.国 内標準の登録

現時点 で、以下の13の 情報 オブ ジェク トにつ いて、国内標準調整委 員会 による審査 を経て、正式

に国内標準 と して登録 されています。

(登録 申請順)

No

オ ブ ジ ェ ク ト の 名 称 登 録 申 請 組 織

オ ブ ジ ェ ク ト の 概 要

オ ブ ジ ェ ク ト 識 別 子

1 MOTISJP1テ キ ス ト 財団法人情報処理相互運用技術協会

MOTIS/細Sを 利用 して送受信す る日本語/英 語が混在可能 なテキ ス トを規定す る もの。

{iso(1)member-body(2>392motis(mhs)(6)ipms(1)et(4)0}

2 FTAMINTAP-1レ コ ー ドフ ァ イル 財団法人情報処理相互運用技術協会

FTAMで 用い られるフ ァイルの ドキュメン トタイプの一つ を規定 した もので、 ファイル全体

の読み出 し、置換 、追加が可能で 、データはバイナ リデ ータと して扱われるという特徴を

持つ。

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)document-type(2)intap-record-file(1)

}

3 FTAMINTAP-AS1抽 象構文 財団法人情報処理相互運用技術協会

FTAMで 用い られるファイル コンテ ンツデー タ要素の抽象構文の一つを規定す るもので、 レ

コー ド継続表示が可能 という特徴を持つ。

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)abstract-syntax(3)intap-as1(1)}

一
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Nα

オ ブ ジ ェ ク ト の 名 称1登 録 申 請 組 織

オ ブ ジ ェ ク ト の 概 要

オ ブ ジ ェ ク ト 識 別 子

4 FTAMINTAP-TSl転 送構文 財団法人情報処理相互運用技術協会

FT蝋で用い られるファイルコンテ ンツデータ要素の転送構文の一つを規定す るもので、圧縮制御文字
によるデータ圧縮が可能 とい う特徴を持 つ。

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)transfer-syntax(4)intap-tsl(正)}

5 MOTISJP1テ キス ト属性 タイプ 財団法人情報処理相互運用技術協会

MOTIS/MHSの 個人間メ ッセー ジ通信において英語/日 本語が混在するテキ ス トを

扱 うたあに定 められたJP1テ キス トを保持する属性を メ ッセー ジス トアにおいて識別す

るために使用 され る。

{iso(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)bat(8)0}

6 FT姐INTAP-2順 フ ァイル ドキ ュ メ ン ト型 財団法人情報処理相互運用技術協会

この ドキュメン ト型は、FTAMド キ ュメ ン ト型の一つであり、以下のような特徴を持

っている。

① データ単位の集ま りが ファイルを形成する。

② データ単位 は、順に並んでお り、先頭よ り順次読出 し、書 き込みが可能である。

③Current(現)に 位置づ けてデータの置換がで きる。また、Begin(始 端)に 位置づけ

て全デー タの置換 もで きる。

④ データ型は、 ドキュメ ント型パ ラメタで指定する。

⑤COBOLに おける順 ファイルに写像可能である。

{iso(1)me皿ber-body(2)392fta皿(10)docu皿ent-type(2)sequential-file(2)}

7 FT胴INTAP-3相 対 フ ァイ ル ドキ ュメ ン ト型 財団法人情報処理相互運用技術協会

この ドキ ュメ ント型 は、FTAMド キュメ ン ト型の一つであ り、以下のよ うな特徴を持

っている。

①デ ータ単位の集 まりが ファイルを形成す る。

②デー タ単位は、順 に並んでお り、相対 レコー ド番号を指定することにより直接アク
セ ス可能である。

③データ型 は、 ドキ ュメン ト型パ ラメタで指定す る。

④COBOLに おける相対 ファイルに写像可能であ る。

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)docu皿ent-type(2)relanve～file(3)}

一



No

オ ブ ジ ェ ク ト の 名 称1登 録 申 請 組 織

オ ブ ジ ェ ク ト の 概 要

オ ブ ジ ェ ク ト 識 別 子

8 FT醐INTAP-4索 引 フ ァイ ル ドキ ュ メ ン ト型 財団法人情報処理相互運用技術協会

この ドキュメン ト型は、FTAMド キ ュメン ト型の一つで あり、以下のよ うな特徴を持

って いる。

①デー タ単位の集 まりが ファイルを形成する。

②デー タ単位 は順に並んでお りキーを指定す ることによ り直接ア クセス可能 である。

③キーは、その位置 と長さを指定可能であ り、同一のキーの存在 も許 され る。

④ ファイルのアクセ スは、読出 しに限定 される。

⑤ データ型は、 ドキュメン ト型パラメタで指定 する。

⑥COBOLに おける索引ファイルに写像で き、副レコードキーによるアクセスが可能である。

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)document-type(2)indexed-file(4)}

9 FT姐 一 意 キ ー付 きINTAP-5索 引 ファイルドキュメン1型 財団法人情報処理相互運用技術協会

FTAMド キュメ ン ト型の一つであ り、以下のような特徴を持 っている。

①デ ータ単位の集 まりがファイルを形成す る。

② データ単位 は、順に並んでお り、キーを指定することによ り直接アクセス可能である。

③ キーは、その位置 と長 さを指定可能 であ り、同一のキーの存在は許されない。

④ ファイルのア クセ スは、読 出 しに限定 され る。

⑤ データ型は、 ドキ ュメン ト型パ ラメタで指定する。

⑥COBOLに おける索 引ファイルに写像で き、主レコードキーによるアクセスが可能である。

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)docu皿ent-type(2)

indexed-fne-with-unique-keys(5)}

10 FTAMINTAP順 フ ラ ッ トコ ンス トレイ ン トセ ッ ト 財団法人 技術協会

コンス トレイ ン トセ ッ トの一つである。

FADU列 に構造化され、列内の各FADU毎 にCOBOL向 きのアクセスが可能である。

{iso(1)阻ember-body(2)392ftam(10)constraint-set(5)sequential-flat(1)}

11 FT胴 抽象構文INTAP-AS2 財団法人情報処理相互運用技術協会

デ ータ要素の プ リミテ ィブデー タ型の抽象構文の一つである。

COBOLに お けるBINARY、COMP、PACKED-DECI鵬Lに 対応す るデー タタイプの表現が可

能で あることを特徴 とす る。

{iso(1)匝ember-body(2)392ftam(10)abstract-syntax(3)intap-as2(2)}

12 FT削 抽象構文INTAP-AS3 財団法人情報処理相互運用技術協会

FTAMFADU抽 象構文内の使用者符号化Node-Nameを 対象 と した抽象構文 の一つ

である。ア クセス条件を用いて レコー ドをア クセスす る場合のア クセスキーに加えて、以

下 のアクセス条件の指定が可能な ことを特徴 とする。
・EQUALTO

・GREATERTHAN

・GREATERTHANOREQUALTO

{iso(1)member-bo〔ly(2)392fta匝(10)abstract-syntax(3)intap-node-na皿e(3)}一



流通業界における新たな標準通信手順 として策定 され、MOTIS/MHSを 基本通信
プロ トコル として採用 している。主 な規定内容を以下に記す。①通信制御

の概要

② プロ トコル構成

③通信 シーケンス

④パラメータ設定方法

⑤運用条件

{iso(1)member-b(∫dy(2)392h(9001)}

これ らの国内標準の登録 申請者はすべて側)情報処理相互運用技術協会(INTAP)で す
。

なお、 これ らの国内標準 について、仕様の閲覧を ご希望の方は下記 まで ご連絡下 さい。

働 日本情報処理開発協会 産業情報化推進セ ンター

オブジェク ト登録管理係 担 当 関本 、福井

Te103-3432-9395

FaxO3-3431-4324

、

一
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新情報処理技術調査研究報告書

一 リア ル ワ ー ル ドコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ の 実 現 に 向 け て 一

通 商 産 業 雀 踊

通商産業省では,1989年 より3ヶ 年計画で21世 紀を目指した革新的な情報処理技術について調査 ・研究

を行いました。この調査 ・研究テーマは,「新情報処理技術」と呼ばれ第5世 代コンピュータ ・プロジェク

トの次期大型ナシ ョナルプロジェク トとして,平 成4年6月 にスター トし,国 内ばか りではなく欧米各国

で大 きな関心を呼んでいます。

本 レポー トは,通 商産業省の新情報処理技術調査研究委員会の下部機構 として,情 報科学をは じめ,生

物認知科学,社 会科学など学際的な約200名 にのぼる学識者や第一線の研究者,技 術者を結集 し,当 協会

に設置 した 「基礎研究」,「計算機科学」,「社会応用」の3分 科会において21世紀の情報化社会の基盤 とな

るべ き新 しい情報処理技術のあ り方について,技 術シーズ ・社会ニーズの両面からの検討を取 りまとめた

ものです。

■ブ レインサイエンスの現状と課題 一基礎研究分科会報告書一

本分科会では,新 情報処理技術の工学的実現を図るにあたって,総 合的な脳科学分野(神 経生理学,

心理学,認 知科学,数 理科学等)で の基礎研究としてのテーマを選択 ・体系化 し,研 究のフィージビ

リテ ィ,予 想される成果を取 りまとめることを目的とした調査を行いました。

■ 「柔らかな情報処理」と 「光コンピュータの実現に向けて」一計算機科学分科会報告書一

本分科会では,新 情報処理を特徴づける 「柔 らかな情報処理」と 「超並列超分散処理」の2つ のキー

コンセプ トの内容を明確化 ・具体化 し,来 るべき新情報処理技術を体系的に位置づけ,さ らに今後努

力を集中すべき研究課題を明らかにすることを目的として活動 した成果をまとめています。

■21世 紀における情報ネットワーク社会の展望と期待 一社会応用分科会報告書一

本分科会では,21世 紀に展開することが予想 される 「情報ネ ットワーク社会」の姿をさまざまな角

度から展望 ・考察 し,新 しい情報処理技術がもたらす社会の諸相を,共 鳴型社会,学 習型知識ネ ット

ワーク社会,創 造型社会,生 命型社会 という4つ の社会イメージの形で提示 し,そ のあるべき姿を提

言しています。

お問合 せ ・お 申込 み

〒105東 京都港 区芝 公園3-5-8

財 団法人 日本 情報 処理 開発協 会 調査 部普及 振興 課

TELO3-3432-9384/FAXO3-3432-9389お 申込み はFAXで!!

価 格

セ ッ ト価格 一 般24,000円 会 員20,000円(税 込,送 料別)

*会 員 とは,当 協会 の賛助 会員 を いい ます 。
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